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日 次

第一章 協同組合と経営

(1)現代の協同組合観

(2) 協同組合の組桟と事業 (第8号)

(3) 協同組合の企業経営 (第9号)

第2章 協同組合の経営組織

(1) 協同組合の業務と組織

資本制企業の経営組織 資本主義社会における

協同組合の経営組織を考えるにあたって,まず資

本主義社会の代表的な企業形態である株式会社の

経営組織をみておく必要がある｡資本主義社会に

おいては,労働者の組織集団,例えば労働者政

党,労働組合,そして協同組合などは,資本主義

の社会関係の影響をつねにうけるからである｡そ

の影響のうけ方は,労働者政党のはあいは,政策

と政治方針の面で,いつとはなしに労働者階級の

解放の道からそれてしまうというぐあいである｡

また労働組合は,幹部が資本家階級に買収され,

思想的に資本家階級のとりこになるというぐあい

である｡しかし何といっても,労働者集団のなか

で,資本家階級の影響をもっともうけ易いのは,

協同組合であろう｡それは協同組合が営なむ事業

は,資本家のつくった商品を対象としていて,業

務が組合員と職員に分かれておこなわれがちだか

らである｡へたをすると,かたちは協合組合があ

っても,実質は資本主義のための企業になってし

まう｡

そこで資本主義の社会関係 (つまり資本主義の

上部構造と経済的土台)と,株式会社の経営組織

の関係をとりあげて考察しよう｡周知のように資

本主義社会は,社会としては一つのものであ る

が,資本家と労働者という二つの階級に分れてい

る｡資本家は生産手段を占有しており労働者は生

産手段をもたないから,労働者が生産の労働に従

事するには,資本家に労働力を売らなくてほなら

ない｡また資本家は生産手段をもっていても,じ

ぶんと家族のためだけに生産するのではなく,社

会の購買需要を目あてに生産し,その生産によっ

て利潤をうることを目的にしている｡だから労働

者を雇用して生産を組織する｡そして,個々の資

本家はつねに資本規模を拡大し,生産規模を拡大

して,競争相手の資本家にうちかち,制覇を と

げ,より多くの利潤をあげようとする｡

このような資本主義企業の発展を助けたのが,

株式会社というかたちである｡産業資本家は,秩

式を発行して,資本を調達して,資本と生産の規

模を拡大しようとする｡そして産業利潤として得

られた利潤の一部を,株式-の配当として分け

る｡こうして株式会社の成立とともに,資本家階

級は,生産に従事しないで株式を取得して,利潤

の分け前にあずかる投資家と,株式を発行して資

本を調達し,その資本をもって生産手段を取得

し,生産を組織する産業資本家に分かれる｡こう

して資本家階級の内部にもしだいに複雑な仕組み

がっくりだされてくる｡そのはあい,複雑な関係

を処理する基準としての社会秩序が重要である｡

株式の発行者の責任と株式の取得者の権利といっ

た秩序は,株式会社立法や商法というかたちで,

国家の名において保護される｡同様に投融資のか

たちで結ばれる,産業資本家と銀行資本家の関係

も,金融関係法によって秩序づけられる｡そして

この個別の経済立法は,国家の基本法である憲法

の =資本家的私有財産の保護この精神によって裏

うちされるのである｡立法だけではなく,国家の

行政も個々の資本家の利害を調整し,秩序を保証

し,資本家階級の社会的な支配に貢献するように

運営される｡

また立法や行政だけではない｡教育制度や文化

の領域においても,資本家階級の社会支配と企業

経営に貢献する仕組みがっくりあげられている｡

産業企業が大規模になればなるほど,産業資本家
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は企業管理の頂点の業務だけにたずさわり,中間

から末端にいたる管理業務を,管理技術者として

専門的に養成された頭脳労働者にゆだねるように

なる｡また,企業競争のなかで,日に日に発展す

る生産技術は,産業資本家個人の手におえないも

のとなる｡そこで資本家に替って,生産技術を掌

握し,生産労働を組織する頭脳労働者が専門技術

者として養成されるようになった｡こうした管理

技術者や生産技術者をつくりだす必要にしたがっ

て,資本主義社会の教 育調度がかためられる｡

ところで,これらの企業や社会を管理する専門家

や生産技術の専門家は,多くのはあい,労働者の

子弟のなかから選ばれ,教育される｡したがって

その出身階級の性質のゆえに,資本家階級の利益

のために隷属することは,けっして安定したもの

ではない｡彼らがいつ謀叛をお こして,資本家

に弓をひくか,不安である｡そこに労働者出身の

専門家を,その魂の面からもつくりかえ,資本家

に従属するように仕立てあげる必要がある｡資本

主義社会の文化やイデオロギーが,肉体労働者

早,労働者階級出身の専門家が,資本主義社会に

なじむように,彼らの頭にそそぎこまれる｡

資本主義の発展は,株式会社のような企業形態

を生み出し,その企業にうまく適合した法律と行

政の制度をつくりだし,また教育制度をつくりだ

し,文化とイデオロギーの内容をかためた｡この

ようにして,社会のあらゆる部門にわたって,質

本家階級の支配に役だつような仕組みが成立 し

た｡

このような社会的環境のなかで,資本主義の代

表的な企業形態として株式会社は設立され,運営

されるのである｡株式会社を構成するのは,資本

と株式取得のかたちで拠出する株主と,その杖主

から選ばれる取締役,そして取締役のもとで企業

と生産の管理にあたるべく雇用された管理者と技

術者の集団,管理者と技術者の監督のもとで労働

する労働者である｡これらの人びとによって営な

まれる企業経営をつらぬくものは,資本の事業-

の投下,労働者の搾取を源泉とする利潤をともな

った資本の回収である｡この資本の投下 と回収

は,まずより多くの利潤を取得することのできる

ような事業の選択からはじめられる｡そして事業

が選択されると,その事業に必要な固定資産の取

得に資本の一部が投下され,他の一部は事業の操

作と管理に必要な資金にふりむけられ,また他の

一部は労働者の雇用にあてられる｡ここで重要な

ことは,資本が貨幣資本のかたちで存在すること

である｡｢はじめに資本ありき｣ということが決
定的に重要である｡また社会的にいって,社会は

資本家階級と労働者階級に分れているから,その

事業は労働者を雇用することによって,はじめて

可能である｡つまり,株式会社においては,事業

ははじめから, こ企業経営二としてのみおこなわ

れる｡このことは,協同組合の企業経営とくらべ

た場合の,大切なちがいである｡のちにのべるよ

うに,協同組合の事業は,必らずLも企業経営の

かたち,つまり労働者の雇用や,固定資産の取得

といったかたちをとるものではない｡

株式社会によって代表される資本制企業では,

はじめに貨幣形態の資本があって,その資本はよ

り多くの利潤を得て,資本じたいを増殖しようと

する本性をもっている｡したがって,資本の自己

増殖の本性に適合した事業が発見されると,その

事業にむかって資本は突進をはじめ,投資がおこ

なわれる｡そうした資本の行為は,資本増殖をじ

ぶんの魂としている資本家によって担当される｡

そのはあい,資本行為は資本家によって担当され

るけれど,その仕事のすべてを資本家が実行する

わけではない｡すなわち,資本家によって雇用さ

れる労働者が資本家もしくはその代理者の監督の

もとで,仕事をおこなう｡これらのことを順序づ

けてのべると, ミはじめに資本ありきミで,その

資本に最高の利潤をもたらすような事業が選ばれ

る｡そしてその事業に必要な施設や設備がもとめ

られる｡資本が固 定資産のかたちをとる｡また

一部の資本は,固定資産の道営に必要な運転資金

のかたちをとる｡そして資本家の意志にしたがっ

て,事業を遂行する労働者が雇用 され る｡つ ま

り,一部の資本は賃金のかたちをとって,労働者

に支払われる｡だから労働は, :資本の労働;と

いうかたちをとっておこなわれる｡そのはあい,

労働者には頭脳労働者と肉体労働者の二通りがあ

って,頭脳労働者は資本家に替って,肉体労働者

の労働を監督する｡以上が,資本の行為の骨組み

であるが,企業の内部では ｢企業の経営管理機

構｣として組み立てられる｡
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資本制企業の経営管理機構は,資本家が資本の

所有主としてもつ権力を行使する機構であって,

資本家階級と敵対する社会的立場にあ る労働者

を,資本制企業の内部において,資本の搾取意志

のもとにはめこみ,そのもとで労働させるための

機構である｡このはあい資本家は,その企業規模

が拡大されればされるほど,労働者階級出身の頭

脳労働者に,企業管理と技術管理の面で強く依存

するようになる｡そこで階級的に敵対する立場に

ある頭脳労働者に,企業管理と技術管理を委ねる

にあたって,それをあくまでも資本の搾取意志の

もとにおくことを保証することで,経営管理援構

はすぐれて重要な意義をもっている｡つまり,質

本制企業の経営管理秩梓は,資本家階級と労働者

階級の敵対的な矛盾を,資本家の階級支配の方向

において処理するための権力機構である｡

その企業内における資本家の権力機構は,社会

的な資本家の権力機構である,資本主義国家の法

律や行政と連なり,補ないあって,資本家階級の

支配の体系を形づくる｡すなわち,すでにのべた

ように資本家的私有財産は,国家の基本法と諸個

別立法によって保護され,その法律にもとづいて

おこなわれる行政によって支持され,資本家的な

文化とイデオロギーによってかためられる｡国家

の名においておこなわれる,そうした資本家的私

有財産,つまり資本の増殖運動の保護は,資本制

企業内の経営管理機構と補完しあって,一つのま

とまった体系を完成するのである｡だから,一つ

の企業の経営管理機構をみるときに,資本家と労

働者の階級対立や,資本家階級のための国家の立

法や行政,文化とイデオロギーとの関係を無視す

ることは適当ではない｡

しかし企業の資本家は,資本の企業内における

権力機構としての経営管理機構をむきだLにしよ

うとしない｡企業のなかでの労資の階級対立をカ

ムフラージュしようとする｡そこで経営管理棟溝

がともすると,企業内の階級対立と階級支配を露

呈しがちであるために,それを ｢経営組織｣とし

てとらえ,説明しようとする｡ ｢経営組織｣とし

て説明することは,企業における資本家と労働者

の関係が階級対立を基礎にしているのではなく,

単純な人間関係 の現われであることを強調する

ものである｡このように企業内の秩序を,階級関

係を現わす経営管理機構としてでなく,企業のな

かで働らく人間の集団的な組織関係を現わす経営

組織として説明することは,資本制企業のつぎの

ような発展段階を背景にして可能になったといえ

る｡すなわち,独 占資本主義の段階になって,

巨大な金融資本がうまれ,株式会社企業にたいす

る投資や融資の面で,個人株主に香って,銀行や

保険会社などの金融資本が大きな役割をはたすよ

うになった｡そして企業の内部でも,企業の活動

規模が拡大されるにつれて,企業管理や技術管理

が,少数の企業資本家の能力をこえるようになっ

た｡その企業管理や技術管理は,本質的に労働者

階級にぞくする管理技能者や生産技術者という頭

脳労働者の手にゆだねられるようになった｡いわ

ゆる こホワイトカラー労働者ミの台頭である｡こ

うして,社会的にも企業的にも,資本は株式資本

家や企業資本家という資本家人格をもって正面に

現われることが少なくなり,ますます抽象的な資

本のかたちをとるようになる｡時としてはある一

人の人格をもった株式資本家や企業資本家が不在

の企業も出現する｡企業がそのような状態になる

ことは,資本と労働の階級的な対立が企業の枠を

こえて,いっそう社会的な範囲における対立のか

たちをとるようになったことである｡かたちはそ

うなっても,肉体労働者が労働力を売って賃金を

得て,その賃金にみあった労働時間以上に労働さ

せられ,不払い労働,つまり搾取されている本質

的な事情には変りはない｡

労資対立の本質的な事情には変りはなくても,

このはあいかたちのうえでの変化は重要である｡

企業経営において,株式資本家や企業資本家とい

う人格をもって現われる資本の姿が影をひそめ,

企業活動が企業管理や技術管理の能力をもった頭

脳労働者により多く依存するようになった｡この

ことは,資本の権力的な支配を具体化する企業の

管理機構を,労資の階級対立があたかも存在しな

くなったように表現する経営組織,つまり企業に

おける単純な人間関係として,強調することを可

能とする｡その意味で,資本制企業における ｢経

営組織｣論は,労資の階級対立を糊塗す るため

に,粧いを新たにした資本家階級の企業理論であ

る｡そしてこの理論と系譜を同じくして,社会的

には こ大衆社会論ミ (社会に階級差別はな くな
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り,社会の構成員は同質の大衆である と説 く理

請)が提唱されている｡

このような ｢経営組織論｣をもって,どのよう

に現実を粉飾して説明しようとも,社会的には労

資の階級対立はかたちを変えて現存しており,企

業的には経営管理機構をつうじて,資本の支配は

全うしている｡そして,経営管理機構は,企業資

本家 (取締役)を中心とした経営管理層によって

構成され,現業の労働者の労働を監督する｡その

経営管理は,投下した資本を最高の利潤をともな

って回収されることを目的としている｡投下資本

は一般に固定資産と運転資金および賃金のかたち

に分れ,それぞれのかたちの投下資本の効率の高

い運用を目標としてかかげる｡そのはあい,賃金

を支払って雇用された労働者の労働の監督つまり

労務管理が,重要な意味をもっている｡なぜなら

ば,固定資産の運用や,運転資金の回転は,すべ

て労働者の労働によっておこなわれるか らであ

る｡つまり資本家にとっては労務管理によって,

労働能率 (労働生産性)を高めることが,主たる

関心事となる｡労働能率,労働生産性は,これこ

そが支払った賃金によって,労働者が賃金に相当

する労働時間以上に,利潤の源泉をなす不払い労

働をどれほど多く働いたかを表現するか らであ

る｡労働能率の向上は,労務管理,つまり企業管

理層による労働者の監督によっておこなわれが,

それとともに,労働能率をいっそう高められるよ

うな,企業施設の導入によっても努力される｡例

えは,ベルトコンベヤー･システムが,それであ

る｡その意味では企業施設つまり固定資産の取得

も,労働能率,労働生産の向上を狙いとしている

といってもよい｡施設や設備の ｢近代化｣によっ

ておこなわれる ｢合理化｣は,本質的に労働者を

不払い労働により多く従事させ,利潤をふやす手

段である｡

それとともに,資本を投下する事業種類や事業

所の設置も,つねに検討される｡生産企業を例に

とると,製糸部門の企業が,需要の減退 した生

糸 ･絹織物市場から,資本を化学鉄雄部門に移動

させる傾向があるが,それはより多くの利潤をも

とめて,資本投下の対象となる事業を変えたこと

-である｡また,工業企業はたえず工場立地を検討

し,より有利な工業用水 ･エネルギー源,労働仔

および販売市場をもとめて,工場を移転させる｡

これは一定量の投下資本が,より多くの利潤をと

もなって回収されるような立地を選んでいること

をしめす｡

資本制企業のこのような傾向は,この企業の本

性,つまりより多くの利潤をめざして資本投下の

対象と場所を選び労働能率を高めることから生じ

ている｡これにたいして,協同組合の企業経営

は,その本質において異なった傾向を しめす｡

協同組合においては,企業経営そのものが目的で

なく,まして投下資本あたりの利潤量の大小が目

的ではない｡協同組合は労働者の組織された集団

であるという本質にもとづいて,労働者階級の窮

極的な解放を目的とする｡そして,その解放にい

たる過程のある一時期において営なむ企業経営

も,投下資本あたりの利潤量の大小によって,秦

業の種類や事業所の場所を選ぶものではない｡事

業の種類は組合員の必要とするものであり,事業

所は組合員の組織活動にとって必要な場所に設け

られ,組合員の利用の便宜さを考慮するものであ

る｡とくに協同組合においては,協同組合の事業

を執行する組織が特異である｡

協同組合の業務と組級過程

株式会社などの資本制企業とちがって,協同組

合の事業をすすめるさまざまの業務は,はじめか

ら企業経営の業務として現われるものではない｡

このことは,1844年にイギリスのpッチデールの

町に生まれた公正 開拓者組合 (いわゆるロッチ

デール組合)などの労働者協同組合の事業が,

組合員じしんによって,組合員の組織活動として

おこなわれたことによって明らかである｡またわ

が国の農村における部落実行組合が,組合員じし

んによって運営されていることによっても明らか

である｡これらの協同組合においては,組合の事

業は,組合員のさしせまった問題を解決するため

に営なまれるが,その事業は組合員の需要のとり

まとめ,商品現物の仕入れと配分によって完了す

ることが多い｡そこで,重要なことは,組合の事

業が組合員じしんによって遂行されることであ

る｡つまり組合の事業過程は,ただちに組合員の

組織過程であり,事業は組織運動としておこなわ

れる｡そして事業を遂行するための注文のとりま
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とめ,商品の仕入れや配分といった業務をおこな

う組織は,組合員組織そのものであって,組令員

とは別な業務組織があるわけではない｡まして経

営組織があるわけではない｡

協同組合の事業が組合員じしんによって執行さ

れているときには,業務の組織は組合員組織その

ものであり,業務の指揮者は組合員の運動の指導

者である｡また,組合員のなかの指導者のような

人たちが,業務の性質によって,業務のある部分

を分担し,組合員の全員に代って執行する｡いわ

ゆる代行の関係をつ くりだすこともある｡この代

行業務も,多くのはあい,職業的に固定して担当

するのでなく,それぞれの組合員の分業として担

当し,その分担した業務が完了すると,代行の関

係も消滅してしまう｡また,組合員ぜんたいが分

業して,業務の一つ一つの部分を執行す る とき

は,業務遂行に必要な費用,とくに手間賃は,め

らためて計上されたり,請求されることがない｡

それは組合員のすべてが,何らかのかたちで業務

の執行にたずさわり,そのたずさわり万が平均し

ているときに,とくにそうである｡しかし,ある

特殊な業務,例えは少人数の人が分担してやった

方が能率的であって,また誰でもがやれるという

のではない,記帳や計算のような業務は,組令員

のうちの特定の人にゆだねることがありうる｡そ

のはあいは,その特定の人にたいして,協同組合

は ｢実費弁償｣の性質の支払いをおこなう必要が

ある｡実費主義の費用の支払いは,協同組合の業

務のこのような執行のはあいに適用されるのであ

る｡

しかし,協同組合の事業が量的に拡大され,質

的に複雑なものになってゆくと,その事業の遂行

のための業務は,組合員の全員が平均的に分担し

あってやるには不適当なものになることが多い｡

組合員のうちの特定の人が,職業として専門的に

業務を担当するようになる｡また組合員以外の労

働者を雇用して,その人に業務をゆだねることも

生じてくる｡また業務をおこなうに必要な店舗や

事業所などの施設や設備をもとめる必要 も生 ず

る｡店舗に配列する商品の取得のための運転資金

も必要になる｡これらの固定資産や運転資金にあ

てら九,職業的な専従者に支払 う賃金にあてられ

るところの資本を,協同組合は調達する必要にせ

まられる｡こうして協同組合は資本を調達して,

出資制の協同組合となり,資本を調達し運用する

企業経営体の側面をもつようになる｡

協同組合が企業経営体の側面をもつにつれて,

事業を遂行する業務は,企業の経営組織をつうじ

ておこなわれるようになる｡そして組合員組織の

業務から,経営組織の業務が分離して,しだいに

独立してゆくようになる｡そこで経営組按として

の業務の性質を明らかにするために,組合員組織

としての業覇を確かめておこう｡協同組合の生活

用品購入の事業を,組合員が直接に遂行するとき

には,組合員が寄 り集まって,お互いの生活問題

を研究し,お互いの共通の必要品目をみいだし,

購入方法を検討して,仕入れをおこなう｡仕入れ

た商品を配分するときは,もし支払いに不便を感

ずる組合員があれば,いちばん親しい仲の他の組

合員が立替えたりすることもある｡このように,

組合員じしんが寄 り集まって購入の業務をおこな

うときには,その仕事にみんながたずさわるので

あるから,商品の仕入れと配分ということだけに

とどまらずに,その仕事をつうじてお互いの生活

の困難や,家庭内の事情を知りあい,それを基礎

にして労働者としての連帯関係を強めることがで

きる｡こうして購買事業などの業務が,組合員の

組織によっておこなわれるときには,組合員の連

帯と団結を強めるという,協同組合が労働者の集

団として本来的にもっている役割を,十分にはた

すことができる｡

これと比べて,協同組合が企業経営体としての

側面を発生させるようになると,その事業は,企

業経営的な方法でおこなわれるようになる｡企業

経営体の側面が生ずることは,事業をおこなうた

めに商業上の物的施設を取得し,組合員の内外か

ら商業労働者を雇用し,それによって事業を遂行

することである｡そこでは,注文,仕入れから配

袷,代金回収にいたる現業的な業務,計算と管理

の業務は,すべて企業経営的におこなわれる｡つ

まり,協同組合の事業を委任された組合の指導者

が,職員として雇用された商業労働者を使って,

もろもろの業務を執行する｡つまり事業は管理者

と職員からなる経営組織をつうじて,経営組織の

業務としておこなわれる｡

そうなると,つぎの重要な変化が生ずる｡事業
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の遂行をつうじて,組合員相互が横につながる関

係が強められることが少なくなり,一人一人の組

合員は,一人一人のかたちで,組合の企業経営が

おこなう事業を利用し,いわば組合と組合員の縦

のつながりの関係に入りこむようになる｡つまり,

事業を遂行する過程である事業過程は,組合員の

団結を組織してゆく過程としての組織過程から分

かれてゆくようになる｡協同組合の指導者は企業

経営の管理者となり,労働者は企業経営に雇用さ

れる労働者と,組合員としての労働者に分化する｡

労働者組織内部の関係が分化し,指導者と労働者

大衆の関係が,経営者,職員としての労働者,事

業利用者としての労働者という関係に分化する｡

協同組合の経営組織は,その理論上の系譜とし

ては,組合員組織から分化して発生してくるもの

である｡この経営組織は,つぎの二つの特徴をも

っている｡第一は,協同組合が民主主義的な手続

きで運営されている限りでは,組合運営に組合員

が日常的に介入することがありうるから,経営組

織は組合員組織とつねに接触し,組合員組織によ

って影響される関係がっづくことである｡この特

徴にてらして協同組合の民主主義的な運営は組合

員組織が日常的に組合の経営 組織と接触して,

影響をあたえることによって可能 になる,とい

う運営の方向がきまってくる｡第二の特徴は,協

同組合の経営 組織は椎式会社などのように,資

本家が労働者を敵 対的に支配する経営管理機構

を軸にして成立するものではない｡たしかに協同

組合の企業経営においても,管理者と従業員と

いう管理機精の関係はある｡しかし,その管理

者も従業員も,そして組合員も,すべて労働者階

級の構成員であり,それぞれの立場はいわば分業

の関係であって,階級関係に由来するものではな

い｡そして立場のちがいは,労働者階級内部の矛

盾を形づくるものであっても,階級間の敵対的矛

盾を形づくるものではない｡もちろん分業の関係

は階級分裂の基礎をなすものであるから,上記の

労働者階級内部の矛盾は,資本主義社会の環境の

もとでは,階級間の敵対的性質の矛盾に転化する

可能性をつねに内包していることに注意しなくて

はならない｡このような事情にもかかわらず,協

同組合の運営が組合員である労働者によって掌握

されている限りでは,管理者,従業員,組合員の

関係は,労働者階級内部の関係である｡そして企

業経営における管理機構は,資本家が労働者を支

配する権力機構としての性質をもつものでは な

く,労働者階級内部の集団と個人の関係を秩序づ

ける機構である｡したがってこの管理機構におけ

る人びとの関係は,労働者階級にぞくする,社会

的に同質な人びとの人間関係であって,厳密な意

味における経営組織,つまり企業経営をめぐる人

間関係の組織といいうるものである｡

協同組合の内部に,企業経営の関係が発生した

ことは,組合員の相互の横の関係よりも,組合の

企業経営と組合員の縦の関係が強まることは,さ

きに指摘した｡この変化は重要な意味をもってい

る｡協同組合の内部で,組合の企業経営と組合員

の縦の関係が支配的になってくることは,組令員

が組織の主体から疎外される傾向を生じやすく,

それにつれて組合員は協同組合の企業経営と,他

の商店との比較を試みる傾向におちいる｡例え

は協同組合の企業経営は,非営利経営の原則にし

たがって,組合員の必要とする事業だけを営なみ

つづけ,その事業に要する費用だけを実費として

仕入れ価格に加算して供給価格をきめるであろ

う｡そのはあいでもすでに,実費は企業経営の実

費であって,組合員が相互に補てんしあった実費

ではなくなっている｡すなわち,協同組合に企業

経営の関係がいまだ発生せず,組合員がみんなで

仕事を分担しあって,事業を執行したときには,

そのために組合員が負担しあ った費用 (実費)

は,各人の差額分だけが,他の組合員によって補

てんされた｡しかし,企業経営における費用は,

それが利潤をふくまない実費であったとしても,

組合員が相互に補てんしあうものではなく,組合

員が企業経営にむかって負担するものである｡そ

して,もしかりにその実費なる費用加算が,他の

商店の利潤をふくんだ費用よりも多いとすると,

組合員はその負担を容易に承認しなくな るだろ

う｡組合の企業経営が支出する費用は,つねに他

の商店にくらべて節約されたものであるように,

縮小を義務づけられるであろう｡このよ うに し

て,組合の企業経営は,他の商店とのあいだの企

業間競争に入りこむことを強いられるよ うにな

る｡そして労働能率や労働生産性の問題が生じ,

企業経営に雇用された労働者 (職員)の労働を強
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化する措置も検討されるようになる｡そしてさら

に組合の企業経営は,組合員の生活上に必要な事

業であっても,経営的に不採算が見込まれる事業

を回避する傾向におち入りやすい｡この不採算事

業の回避は,採算のあがる事業だけを選ぶことと

同じ意味であるから,組合の企業経営が営利性の

原則の影響をこうむ りはじめる崩芽でもある｡こ

の傾向は,協同組合に企業経営の関係が発生し,

事業が組合員組織によって遂行されることから,

企業の経営組織によって遂行されるようになった

ことから不可避に生ずるものである｡

協同組合の業務の場の変化

いままでにのべたところを要約すると,協同組

合の事業をすすめるやり方には,組合員のみんな

が事業の執行に参加する方法,組合員のうちの指

導者のような特定の者が組合員に替って事業を代

行する方法,そして協同組合のなかに企業経営の

関係が発生し,指導者が管理者となって,雇用し

た労働者を監督して業務を執行する方法,この三

つの方法がある｡こうした業務の執行の方法が変

るにつれて, こ業務を執行する場こも変化する｡

ちなみに一般の資本制企業においてほ,企業の発

展にともなって,業務をおこなう場を定める基準

に変化の生ずることはない｡すなわち,一般の資

本制企業においては,投下した資本が最高の利潤

をともなって回収されるように,事業を営なむ場

所が選ばれ,そこに企業経営の楼横がうちたてら

九,業務が遂行される｡企業経営の業務が事業所

の内部に集約されていることが特徴的である｡も

ちろん多くのはあい,資本制企業はさまざまの性

質の外務員業務をもち,その業務は事業所の外側

で執行されるが,この外務は事業所内の業務の延

長であり,補完であって,事業所内の業務があく

までも基本をなしている｡

これと比べて,協同組合の業務が執行される場

は,別の特徴をもっている｡まず協同組合の事業

が,組合員のみんなが参加しておこなわれるはあ

いは,業務を執行する場は,組合員の居住地域の

全域におよんでいる｡すなわち,このはあいの協

同組合の業務の執行は,いわば地域的活動のかた

ちでおこなわれる｡つぎに,協同組合の事業にか

かわる業務が,組合の指導者などの,組合員の-

部のものによって代行されるはあいも,業務の執

行の場は,原則として組合員の居住地域の全域で

ある｡それと同時に,代行の役割をほたす一部の

組合員が,代行して業務を執行しやすい場に,莱

務の場がしだいに集約され,そこに移っていく傾

向も生じてくる｡こうして業務の場が変化すると

ともに,組合員のなかでの業務の分担の関係も変

ってくる｡すなわち,一部の組合員が,はじめは

時期をきめて,組合員のみんなに替って業務を専

門的に執行し,のちには恒常的に,半ば職業的な

かたちで,業務を執行するようになる｡このよう

な状況のもとでも,業務を執行する場は,一般の

組合員とのつながりの便宜性によって選ばれるの

であって,代行者の業務執行の能率性によって選

ばれるものではないのである｡

しかし,協同組合の内部に企業経営の側面が生

じ,組合の事業にかかわる業務が,取得された物

的施設や,雇用された従業員によって執行される

ようになると,事情は根本的に変化する｡その変

化の主要な特徴は,業務を執行する場が,組令員

の居住地域の全域におよんだ広がりから,事業の

ための物的施設が設置され,従業員が勤務する事

業所-と集約され,移ることにある｡それととも

に,組合の事業のもろもろの業務は,組合員じし

んが執行するものでなく,組合の事業所を場とし

て,雇用された従業員が執行するようになる｡そ

して,組合員は組合の事業の業務を執行する立場

から,組合の事業を利用する立場に移り変ること

になる｡また,いまや業務を集約的に執行する場

となった事業所は,組合員の利用の便宜性もさる

ことながら,業務執行の能率性を考慮にいれて決

定されるようになる｡例えば,組合員の利用に便

利な居住地域の中心部にして,しかも仕入れ商品

の受渡しに便利な交通立地であるような場所を選

んで,業務の能率化をはかろうとするであろう｡

この変化した業務執行の場と場を選 定する基 準

は,あたかも一般の資本制企業のはあいと,いち

じるしく近似したものである｡

そして,業務を執行する場が,事業所に集約さ

れると同時に,さまざまのかたちの外務活動が導

入されるであろう｡この外務活動は組合員の居住

地域の全地域を対象とすることになる｡この外務

活動は,一見,協同組合の業務の本来的な執行の
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かたちであった地域活動に類似する｡しかし,こ

のはあい,かたちのうえでの炉似ともかかわ ら

ず,その実質は変化している｡この外務活動は,

一般の資本制企業のはあいと同じように,事業所

内の業務から延長されたものであり,事業所内の

業務を補完するものである｡また組合員の全員が

参加して業務を執行したときの地域活動は,組合

員の組織を強めてゆく組織活動であったのにくら

べて,この外務活動は事業活動であり,駁客を追

いもとめる性質の活動であるといってよい｡

協同組合事業の業務が,組合員組織の業務とし

て組合員全員の参加のもとに執行され る ものか

ら,企業の経営組織の業務として,組合員の手か

ら離れて執行されるものに変るにつれて,協同組

合における人びとの関係も変化する｡すなわち,

組合運動の指導者は,企業経営の管理者となり,

組合員大衆は業務の執行者の立場から,事業の利

用者となる｡そして新たに,組合の内外から労働

者が,協同組合の企業経営の従業員として雇用さ

れ,その従業員は管理者の監督のもとに,業務を

執行する｡このような変化が生じたにせよ,それ

がなお協同組合の本質をもち,企業経営が協同組

合の企業経営としておこなわれる限りは,組令員

の組織関係は継続される｡つまり組合員組織は存

続する｡こうして,協同組合は,組合員組織と,

それから分化して成立した経営組織の二重の組織

関係をもつようになる｡

(2) 協同組合の業務の編成と組合員

協同組合の経営粗放と組合員

協同組合の企業経営が組合員の拠出する資本を

基礎にし,企業経営の営なむ事業が組合員の生活

用品の購入に関係したものに限定され,企業経営

じたいが組合員が選んだ管理者の監督と管理のも

とにおかれている以上は,協同組合の経営組織は

組合員と密接な関係にある｡商店や百貨店などの

一般の資本制企業の ｢経営組織｣が,商品購買者

と無関係に,そして資本の権力機構である経営管

理践精を軸にしているのにくらべて,いちじるし

く相異する｡

しばしば強調されるように,協同組合の企業経

営は,組合員の組織活動を基盤にしており,この

ことが一般の資本制企業から協同組合を区別する

主要な特徴となっている｡協同組合において,企

業経営が組合員との関係を維持しておこなわれる

ことは,事業にかかわるもろもろの業務が,組合

員の手からはなれて,企業の経営組織をつうじて

おこなわれる状態になっても,変ることがない｡

そしてその企業経営が組合員との関係を離れるよ

うになると,その協同組合はかたちのうえでは協

同組合であっても,実質的には協同組合ではなく

なるほどに,企業経営と組合員の関係は,協同組

合として重要な条件をなす｡

このように企業経営の方法でおこなわれる協同

組合の事業は,組合員である労働者の生活用品購

入上の困惑を処理するために営なまれるのである

が,企業経営の方法が用いられていることについ

ては,外見的には一般の資本制企業といちじるし

く類似している｡すなわち,貨幣資本が投下され

て,商業上の物的施設を取得し,商業労働者を雇

用して,商品の仕入れと配分の業務がおこなわれ

ることは,そのことのかぎりでは,協同組合も株

式会社の商店も類似している｡そしてこの双方に

類似した企業経営の方法のゆえに,協同組合の事

業は企業経営体に固有な法則の影響をこうむ りや

すくなる｡すなわち企業経営における問題は,協

同組合においては,例えば固定資産にたいする自

己資本の不足は,つねに組合員の増資によって補

充されるというく小あいに,また収益をこえた費用

支出という欠損の発生は,つねに組合員の負担に

よって処理されるというぐあいに解決される｡し

たがって,利益の留保による自己資本の増成,能

率の向上による費用支出の節約,収益向上のため

の事業の選択といった企業経営の法則は,協同組

合が組合の必要を充足するためにだけ運営されて

いる限 りでは,協同組合に作用することはない｡

しかし半面では,協同組合の事業に関係した業務

が組合員の手から離れて,協同組合の企業経営に

移されることは,組合員との距離をつくりだした

ことである｡その距離の拡大に比例して,企業経

営はそれに固有な法則の影響をいっそうこうむり

やすくなるであろう｡すなわち,協同組合に企業

経営の側面が成立し,企業経営が組合員との密接

な関係から離れ,企業経営体としての独自性を強

めるにつれて,企業経営に固有な法則の影響のも
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とにおかれるようになる｡すなわち,協同組合の

かたちを残しながらも,一般の資本制企業と同じ

ように,能率性や採算性-収益性,そして独自な

資本充足といった ｢合理化｣の要請を考慮しない

わけにはいかなくなる｡この ｢合理化｣という資

本制企業に固有な法則は,企業外の関係では経費

率が低く収益率が高い場所に事業所を設け,企業

内部では労働生産性を高めるべく労働を強化し,

労働者の搾取を強化することである｡協同組合の

企業経営は,組合員との距離を拡げるにつれて,

この ｢合理化｣という資本制企業の法則の影響を

こうむるようになる｡

しかし協同組合においては,この ｢合理化｣法

則は,組合員の側からの抵抗にぶつかり,この法

則の展開は一定の制限をうけないではいない｡す

なわも,協同組合においては,組合員が必要とす

る場所に事業所を設け,組合員が必要とする性質

の事業を営なまないわけにはいかない｡そしてそ

のために,企業経営としてみると,事業の直接費

や管理費が増大したり,投下資本にたいする利益

率が低められる事業を営なむことになり,総じて

企業利益率の向上が制約されるという結果におち

いる｡このように,協同組合の企業経営において

は,組合員の要請にこたえることによって,｢合
理化｣は一定の制約をこうむる｡つまり,協同組

合の企業経営は,組合員の必要と要請にこたえる

という組織の原理に,企業経営の ｢合理化｣の法

則とが対抗し,あい争う場をなしてい るのであ

る｡この二つの原理と法則の対抗は,協同組合の

経営組織に表現される｡

協同組合においては,組合員はじぶんが直接に

事業を執行するにせよ,経営組織の遂行する事業

を利用するにせよ,事業との関係において,協同

組合をつくるのである｡したがって,企業経営の

関係を成立させた協同組合においては,組合員と

協同組合の関係は,具体的には経営組織との関係

である｡そのはあい,組合員と経営組織との関係

は,二重に現われる｡一つは,組合員が総会など

の議決をつうじて,直接にまた理事会の執行を介

して間接に,経営組織と関係する｡この組合員と

経営組織の関係の仕方は,経営組織の運営を組合

員の要請する方向に誘導しようとするものであ

る｡最高議決校閲である総会は,具体的な政策を

決定し執行する機関としての理事会をつうじて,

経営組織のなかの管理者層を掌握し,事業の運営

を左右する｡第二には,組合員は日常的な事業を

利用する機会をつうじて,経営組織との関係をと

り結ぶ｡このはあいは,組合員は,経営組織のな

かの現業従事者層と接触し,そこにむけて組合員

の必要や要請を伝達しようとする｡そして現業従

事者層は,管理者層に組合員の必要や要請を反映

して,経営組織の総体を組合員の要請にむけて運

営するように努力することが可能である｡この点

において,協同組合の経営組織は,一般の資本制

企業の経営組織が,資本の権力機構である経営管

理機構によって規制されていることに比べて特異

である｡またこの点に根拠をおいて,経営組織が

組合員組織と接触し,時としては融合する可能性

が生ずるのである (後述参照)0

このはあい,協同組合においては,その経営組

織が資本の労働にたいする支配のための権力機構

を軸にしたものでないことに注意する必要 があ

る｡協同組合の経営組織も,やはり経営管理機構

における人びとの組織的な関係を内容 としてい

る｡その経営管理機構は,総会において表明され

た組合員の総合的な意志を,理事会が事業運営の

方針にとりまとめ,その方針を管理者層 が うけ

て,業務を編成し,遂行するための校横である｡

したがって,協同組合の経営管理機構は,資本の

権力に替って,組合員の総合意志が管理者層を媒

介にして,現業層に浸透してゆく校樵である｡そ

して組合員も労働者であり,理事,管理者層およ

び従業員も,すべて労働者階級にぞくしている｡

その経営管理機構を軸とした経営組織,つまり企

業経営における管理と現業をめぐる人間関係は,

それを構成するものは労働者階級にぞくする階級

的に同質の人たちであり,その言葉の厳密な意味

での人間関係であり,人間の組織である｡このよ

うな経営管理機構を軸にした管理機構であるため

に,管理者層を経由して現業者層に伝わる組合員

の総合的な意志と,現業老層が日常の業務をつう

じて把握する組合員の意向とは,対立しあうもの

ではない｡そこには管理者層が総会や理事会から

うけとる組合員の意志が組合員全体のものである

のにたいし,現業老層が把揺する組合員の意向が

その時どきの特定の組合員のものであるというち
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がいがあるだけである｡その双方は,対立しあう

ものでなく,そのちがいを調整しうるものである｡

協同組合の経営組織のもつこうした特質を明ら

かにしたうえで,管理と現業と組合員の三者の関

係を,事業を遂行するための具体的な業務にそく

して,たちいって考察しよう｡すでに明らかなよ

うに,管理部門のおこなう業務は,形式からみる

と,組合員の意志を反映して,事業の遂行のため

の業務を統轄することである｡この管理部門が組

合員の意志を代表して,経営組織の頂点におかれ

るのは,管理者層を構成する組合長な どの理事

が,組合の総会によって選ばれた,組合員の指導

者だからである｡管理者層を構成する人びとは,

経営管理の技能者の素質によるものではなく,孤

合員の指導者の資格においてであることは,注目

に値いする｡また,経営組織の管理部門が組合員

の意志を代表するのは,組合長などの理事による

管理行為が,協同組合の制度として,総会や理事

会の決定によって拘束されるからである｡したが

って,かりにその管理行為が,組合員の意志に忠

実でなく,組合員の利益以外のものを反映したと

きには,管理部門や管理者層は,協同組合が与え

る地位を失なうことになる｡しか し,そ のはあ

い,管理部門や管理者層が地位を失なうのではな

く,その地位を維持したままで,協同組合の性質

じたいを変えて,組合員の利益以外のものに,協

同組合の事業を適合させるということが,しばし

ば起りうるのである｡協同組合において,管理部

門や管理者屑にある人びとでこの傾向におちいる

のは,けっして悠意的な理 由によるものではな

くて,これらの人びとが組合運動の指導者である

半面において,企業経営の責任者でもあること

により,その立場で企業経営上の要請,つまり企

業の収益性や安定性という要請に応じようとする

からである｡

つぎに現業部門は,組合員の生活用品購入上の

困惑を処理する事業を直接に担当するものであ

り,そのために事業を遂行するための業務をつう

じて,組合員と日常的に接触する｡この事業は組

合員が選んで,組合の事業たらしめた ものであ

り,事業遂行のための業掛ま,協同組合に企業経

営の関係が発生する以前には,組合員じしんが執

行したものである｡例えは組合員であ る労働者

が,共同購入の方法で,生活用晶の購入上の困惑

を処理することを必要とする商品の品 目の決定

紘,組合員が集団で事業を直掛 こ執行した当時に

は,全組合が会合を開いておこなった｡そしてそ

の品目の仕入れ業務は,組合員が交替 して担 当

し,商品現物の受渡しや配分は,全員が参加して

おこなった｡協同組合に企業経営の側面が成立す

ると,商品品目の決定は予約注文の取りまとめの

業務として受注係が,仕入れ業務は仕入れ係が,

受渡し業務は受渡係が,商品の配分は配給係が,

というぐあいに協同組合の従業員が担当するよう

になる｡これは組織運動としての業務の執行が,

企業経営活動としての業務の執行に変ったことを

しめしている｡

しかし協同組合においては,組合員が組織集団

としてまとまっている限りは,組織運動としての

業務が,企業経営活動としての業掛こ変化し移行

することは,完全なかたちで完了するものではな

い｡例えば,協同組合の購入事業の取扱い品 目

は,その商品品目のもたらす利潤率の高低によら

ず,組合員の必要とする品目を選ぶのであ るか

ら,組合員の必要の確認という組織的な手続きを

欠くことができない｡この組織的な手続きを欠く

ことは,協同組合が協同組合のかたちを残したま

まで,協同組合の実質を失なうほどに,本質的な

意味をもっている｡そこで,企業経営活動として

おこなわれる,組合員の必要の確認は,受注係が

全組合員を個別に巡回しておこなうことは,事実

上不可能であるから,どうしても組合員集団じた

いに,その業務を依存しないわけにはいかない｡

そして組合員集団が,企業経営の業務のいくつか

を担当することは,協同組合においては,その業

務のうちのいくつかは,組織運動の業務として残

り,すべての業務が経営組織に移されるものでは

ないことをしめしている｡このように協同組合の

おこなう事業にかかわる業務は,組合員集団の組

織運動としての業務と,経営組織の企業経営活動

としての業務とにわたるものであって,その双方

は相互補完的な関係にあるのであある｡

このような協同組合の業務が,組合運動の業務

と経営組織とに分れて,相互補完的な関係をもっ

て成立することは,協同組合の企業経営としての

特質によるものである｡すなわち協同組合におい
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ては,組合員が事業の利用者であり,また利用者

であるがゆえに出資者,つまり資本の所有者であ

り,そして組合員がみずからの利用の便宜を基準

にして資本の運用を管理しようとする｡この組合

員だけが事業の利用者であることを基礎にして,

資本の所有主であり,資本運用の管理主体である

という,三位一体の関係が協同組合の企業経営の

特質を規定している｡そしてこの企業経営の特質

は,形式的には利用と所有と管理の三位一体によ

って保証されるのであるが,内容的には組合員と

しての労働者と管理者としての労働者の指導者

と,そして従業員としての労働者の関係が,労働

者階級内部の関係として維持されることによって

保証されるのである｡したがって,事実上,資本

の所有を代表する管理者が,組合員の組織運動か

ら遊離して,企業経営だけの限られた観点を強

め,企業経営の安定性と能率性を基準として,従

業員である労働者の労働を強化し,組合員の必要

によらずに,利潤率の高い事業を選ぶようになる

と,組合員と,管理者と従業員の関係は,労働者

階級内部の関係を逸脱することになる｡協同組合

の一般の資本制企業に向けての変質が,ここには

じまる｡いうまでもなく,協同組合のこのような

変質は,協同組合が企業経営の関係を発生させた

ことに一般的な基礎をもつのであるが,協同組合

の孤立した内部における現象ではない｡この変質

は協同組合が資本制社会のうちにあって,資本制

社会を構成している資本家的所有制,資本主義の

利潤を目的にした生産,資本主義国家の法と政治,

資本家的なイデオロギ-,文化の体系などの諸要

素から影響をうけているためにおこるのである｡

そしてまた,協同組合のこの変質は,資本家的所

有がうち倒された社会主義社会においても,この

社会にはかって資本制社会の基礎をなした諸要素

が ｢旧社会の母斑｣として残るために,十分にお

こりうることである｡社会主義社会における協同

組合の変質については,詳説を省くことにす る

(なお拙稿 ｢社会主義の生産関係とブルジョア的

権利｣岩波書店 『思想』誌1967年第8号所載を参

照されたい)0

経営粗放の管理者と従業員

企業経営の関係をともなった協同組合において

ほ,経営組織と組合員もしくは組合員組織の関係

は,経営組織それじたいの編成と運営のいかんに

よって影響をうけやすい｡例えば経営組織が閉鎖

的に編成され,組合員組織からの自立化がおこな

われるならば,組合員もしくは組合員組織は,協

同組合の業務の日常的な執行から疎遠なものにな

ってゆくであろう｡この意味で,経営組織を構成

する管理者と従業員の関係をあらためて考察する

必要があるといえよう｡

協同組合の業務が,組合員組織の業務としてお

こなわれているはあい,つまり,組合員が他の何

人にも業務の執行を委託しないで,組合員じしん

が業務を執行しているはあいには,業務の執行に

おける管理と現業,もしくは管理者と従業員の関

係は,とりたてての問題にならない｡このはあい

は,業務をめく中る人びとの関係は,組合員組織に

おける組合員相互の関係そのものである｡そ し

て,そこでは組合員は,じぶんが当面する生活用

品購入にさいしての困惑を処理する必要から出発

し,じぶんたちの処理能力にもとづいて,事業を

営んでいる｡そこでは処理を必要とする問題の大

きさと,処理能力とのあいだに,当然くいちがいが

ありうるが,そのくいちがいは,事業を遂行する

主体である組合員内部の問題である｡例えは,坐

活用品購入にさいしての困惑といわれる,価格の

変動や格差を是正する必要は,ある程度 まで拡

げられた組合員組織の共同購入によって処理さ

れる｡しかし,組合員組織がそのように拡大され

ず,また適切な共同購入を組織できないというこ

ともありうるが,それは組合員組織の規模や充実

が不十分であるという,いわば組織の内部問題に

ぞくする事柄である｡

しかし,協同組合に企業経営の関係が生じて,

事業がその経営組織によって遂行されるようにな

ると,事情が変化する｡例えは,成立した企業経

営が ｢強化｣されて,取扱い事業の規模が拡大さ

れ,それにつれて協同組合の組合員規模が拡大さ

れることがありうる｡しかし,組合員が主体的に

組紋に参加し,団結を維持しうる規模は,必らず

Lもそれに照応しない｡そこに組合員組織の規模

と内容的な充実とが,企業経営の強化に照応でき

ず,むしろ強化された企業経営の営業手段 とし

て,組合員組織が利用されるとい うこ逆立ち現
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象こも生じかねない｡またつぎのようなことも生

ずるだろう｡組合員の生活用品購入上の困惑が,

商品価格の変動や格差を是正するのでは処理され

ず,価格水準そのものを引下げることを必要とす -

る状態が生ずる｡この性質の困惑は,資本主義の

価格制度,つまり資本主義そのものを変革するこ

とによって,はじめて解決されるのである｡しか

るに協同組合の企業経営は,商品の売買や保管と

いう仕事をするものであって,資本主義制度を打

倒したり,変革したりする仕事には不 向きであ

る｡資本主義制度の変革は,協同組合の組合員で

ある労働者が,資本家階級が握る国家権力を奪い

とり,生産手段の資本家的所有制を倒して,はじ

めて成功できるのである｡組合員である労働者の

生活の問題がそこまで深まっているときに,協同

組合が企業経営の側面に1)-ドされ,そのような

問題を解決する力を失なってしまっていると,組

合員が労働者階級の立場で行なう組織運動と,企

業経営の売買活動とのあいだには,大きな精がっ

くられたことになる｡

協同組合における組合員の組織運動と,企業の

経営活動との分化の傾向の基礎には,組織運動の

指導者が,企業経営の管理者となり,しだいに企

業経営の管理者としての性格を強めるという変化

がある｡また協同組合に雇用された従業員が,孤

合員の組織運動としての業務のための要員という

性格のものから,企業経営において管理者のもと

で労働する商業労働者という性格のものになると

いう変化があ る｡そこでこのような変化の窮極

は,協同組合が組合員大衆の組織であることをし

だいに止めて,名目的には協同組合であっても一

般の資本制商業企業とは変るところがないものと

なることである｡協同組合のこのような ｢変質｣

ともいうべき変化をさけるには,協同組合の経営

組織は,つぎのことを考慮すべきであろう｡

その第一は企業経営の管理者に関係している｡

一般に組合員の指導者が,企業経営の管理者とな

り,組合員の利益を代表して管理者として事業を

選び,業務を編成し統括する｡ここでは,組合員

の指導者は,同時に企業経営の管理者であるとい

う二重の役割をになっている｡そして組合員の指

導者であることによって,企業経営の管理者とな

るのであって,その逆ではないから,二重の役割

のなかで,組合員の組織運動を蒜導することが,

企業経営をうまく管理することに優先する｡そし

てこの優先の関係は,指導者の個人的な素質とい

った偶然的な要因によって保証されるのでは な

く,協同組合の運営が,組合員の意志のもとにお

かれるという組織上の措置によって保証される必

要がある｡このような保証が強調されるのは,指

導者と管理者という二重の役割が,無条件的につ

ねに一致するものではなく,時としては背反しあ

うことがあるからである｡すでにのべたように,

組合員であるところの労働者の生活問題は,生活

用品の購入の方法を協同組合的に組織することに

よって処理されることもあるが,それによっては

解決されないこともある｡資本主義制度そのもの

の変革によって解決される問題をふくんでいる｡

したがって,協同組合という場での労働者の指導

者は,企業経営の管理者という立場よりも広い,

労働者の運動を指導する責任を負っている｡した

がって労働者の運動の指導者であるとい う責任

杏,協同組合の企業経営の管理者としての責任に

倭小化することはできない｡

つぎに,協同組合の従業員についても考慮する

必要がある｡すでにのべたように,協同組合の企業

経営組織の業務は,それじたいで自立的に完了す

るものでなく,組合員組織の業務と入り組み,相互

に補ないあっている面がある｡このような経営組

織の執行する業務の特質にてらして,従業員の仕

事のやり方がきまってくる｡すでにのべたように,

協同組合のおこなう商業的な事業は,一般の商業

企業と同じように,商業労働者の労働力を賃金に

よって雇用し,その劉動力によっておこなわれる｡

そして協同組合の企業経営が取得する商業利潤

は,商業労働者がその賃金に相当する労働時間を

こえて労働に従事したことによるものである｡協

同組合が労働者の組織であるという本質のゆえ

に,この商業利潤は,企業剰余の処分のかたちで,

商業労働者に分配される｡こうした商業利潤の分

配方法をとることによって,組合員としての労働

者と,従業員としての労働者の矛盾が,労働者階

級内部の矛盾として処理されるのである｡つま

り,協同組合の従業員は,それが従事する労働の種

類が,一般の商業企業と同じ商業的労働であって

も,企業経営に雇用された商業労働者一般にぞく
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するものではない｡協同組合の従業員は,組令員

である労働者の商品購入の業務を組織し代替する

ところの,商業に従事する労働者である｡したが

って,組令員,組合の企業経営という形式を媒介

にしていることを無視することはできないが,本

質において組合員である労働者と階級所属を同じ

くするものである｡この本質的な関係があるから

こそ,協同組合においては,組合員組織と企業経

営組織が補ないあう関係にあるのであり,組令員

と従業員が対立することがないのである｡

しかし協同組合が,組合員の組織活動を基礎に

して運営された状態から,企業経営を中心に運営

される状態に変るにつれ,また組合員の指導者が

企業経営の管理者としての性格を強め るにつれ

て,組合員と従業員の連がり方も変ってくる｡す

なわち組合員は協同組合の運営の主人公としてよ

りは,むしろ企業経営体の営なむ事業の利用者と

いう立場を強める｡そして従業員は企業経営体に

雇用された,単なる労働者という立場を強める｡

こうして,従業員としての労働者と,組合員とし

ての労働者は,あい補なう関係にある組合員組織

と経営組織の密接な関係を介して,労働者として

相互に達がる状態を,しだいに弱め,やがて解消

するようになる｡そのばあい,従業員と組合員と

は,ひとしく労働者階級に属するという関係を認

識しあうだけであって,協同組合という具体的な

場において,その業務をつうじて結ばれるもので

なくなる｡こうした変化をひきおこす決定的な要

因は,協同組合が労働者の大衆的な組織から,質

本家商品の売買をおこなう単なる商業企業に変化

したことであり,労働者の指導者が,商業企業の

経営者に変ったことである｡

(3) 協同組合の経営組織と組合員組放

経営管理機構と経営組織

一般の資本制企業における経営管理機構は,質

本家が労働者の労働を支配する権力的な機構であ

る｡この企業の内部における資本家と労働者の関

係は,社会における資本家階級と労働者階級の対

立の一部をなすものである｡このような社会と企

業にわたる階級対立の関係の一部をなす,企業の

内部における資本家と労働者,雇用者と被雇用者

の関係を,人間関係一般として表現し,そのよう

な考え方を労働者に植えつけようとするのが,企

業における人間組織の理論つまり:経営組織ミ論

である｡労働者協同組合は,社会的な資本家と労

働者の階級対立のもとで,労働者がみずからの集

団組織としてつくったものであるから,協同組合

の組織の内部には階級関係はない｡そして協同組

合に企業経営の関係が発生したのちにおいても,

その企業経営の関係は,労働者階級内部の関係で

あって,資本家と労働者の階級対立の関係はふく

まれない｡しかし,協同組合の企業経営が営なむ

事業が,資本家商品の売買であり,資本家の商品

の貨幣への姿能変換を媒介するものであることに

よって,この労働者階級内部の関係は,つねに労

働者と資本家の対立の関係に転化する可能性をも

っている｡

こうした転化の可能性をもっているにもかかわ

らず,労働者協同組合の本質が維持されている限

りにおいては,協同組合の企業経営における経営

管理機構は,一般の資本制企業に比べて,明らか

に異なった特徴をもっている｡すなわち,協同組

合の企業経営における経営管理機構は,資本家の

労働者にたいする階級支配の権力機構ではなく,

組合員である労働者のぜんたいの意志にもとづい

て,従業員である労働者がおこなう業務遂行の労

働を組織し管理する機構である｡そこでは,組合

員である労働者の意志をとりまとめる議決機関と

しての総会,この総会によって選ばれ,総会の議

決を事業として具体化し執行する理事会,理事会

から事業にかかわる業務の管理を委嘱された管理

者,そして理事会によって雇用された従業員とい

う機構が存在する｡しかしこの機 構は経営管理

機構であっても,資本家が労働者を支配する権力

機構ではない｡そしてこの機構を軸にして配置さ

れた人間が,その時どきの特定の業務を遂行する

ためにとり結ぶ関係は,まさに経営組織であり,

労働者階級内部の人間の組織であっても,資本家

と労働者の階級関係を,人間関係一般として粉飾

する性質のものではない｡そして協同組合におい

ては,一人の従業員は,この経営組織にぞくし,

そのようなものとして組織的に行動する｡他方で

は,組合員が組合事業を利用するはあいも,一見

して個人として利用行為をおこなうようにみえて
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も,その組合員は組合員組織にぞくしているので

あるから,組合員組織の構成員として行動してい

るのである｡したがって,協同組合の企業経営の

従業員が業務を執行し,組合員が組合の事業を利

用することは,経営組織と組合員組織が業務を介

して接触することでもある｡このことは,協同組

合の業務が,商品の売買という経済的な役割をは

たすと同時に,組合員の組織活動の一端の役割を

はたすという特徴をしめしている (本章の後述を

参照)0

ところで協同組合においても,その経営管理践

借は,いわゆるスタッフのはたす役割と,ライン

のはたす役割をふくんでいる｡その限りでは,一

般の資本制企業とのちがいはない｡しかし,スタ

ッフとラインの二つの役割が,経営管理機構のな

かで実現されるかたちには特徴がある｡

よく知られているように,一般の資本制企業の

経営管理機構におけるラインの機能は,ライン部

門のかたちをもって遂行される｡そしてライン部

門は,管理者から現業の従業員にいたる幾層もの

管理の校精を貫ぬいて,資本家の支配が一人びと

りの従業員におよぶことを保証する｡いわゆる｢直

系命令系統｣がこれである｡そして企業の規模が

大きくなり,事業が多岐にわたるようになると,

この ｢直系命令系統｣を貫ぬくところの命令の内

容が複雑になり,個人の資本家の手にあまるよう

になる｡そこにスタッフの役割が必要となり,経

営管理携帯のなかにスタッフ部門が設けられる｡

スタッフの役割は,企業の最高の管理者やライン

にたいして,事業や業務にかんする助言や勧告を

おこなうことである｡株式会社などの資本制企業

においては,スタッフの役割はスタッフ部門とい

うかたちをとり,労働者階級のなかの文化的技術

的な専門家を雇用して,この部門に配置する｡資

本制企業がこのような方法をとるのは,資本制企

業の本質によるものである｡すなわち,資本制企

業は資本家の利潤追求の目的を具体的に保証する

ものであって,その企業がどのような事業を営な

衣,どのような社会的に有用な挟能をはたすか

は,その企業の日的ではない｡したがって,資本

家には利潤追及という資本の魂の権化の素質がも

とめられても,社会的に有用な事業を選ぶ能力

千,その種の事業を遂行するための業務を組織す

る能力は必らずLも必要とされない｡このような

徒力は,資本家にとっては,その能力をもった他

の人を調達して,そこにあてはめることで,事た

りるのである｡そこで取締役会や株主総会とは別

に,助言と勧告を専門的におこなう部門が必要と

なるのである｡そして,企業の資本調達が個人の

持株資本家でなく,銀行などの金融機関からおこ

なわれるようになり,企業管理が企業資本家でな

く,労働者階級の内部から管理技能者を調達して

ゆだねられるようになるにつれて,スタッフ部門

は重要性をましてくる｡独占資本主義の時代にお

ける資本制企業は,このような状態と傾向をしめ

す企業である｡

協同組合の経営管理践精は,これにくらべて特

徴をもっている｡協同組合の企業の経営管理機構

においても,組合員の総合的な意志をうけた組合

長などの管理層のもとで,それぞれの従業員がひ

とまとまりの事業活動をおこなうためには,｢直系

命令系統｣つまりラインの関係が確立されなくて

はならない｡しかし,スタッフの役割がスタッフ

部門を確立して果たされることは,必らずLも必

要ではない｡協同組合の企業経営において執行校

閲の地位をしめる理事会は,資本利潤の追及の魂
の権化としての資本家ではなく,組合員の具体的

な必要や要求をその身につけて代表する理事が構

成員である｡これらの理事は,協同組合そのもの

がどのような運動をおこなうべきかを知っている

運動の指導者である｡またこれらの理事は,協同

組合の企業経営が組合員のためにいかなる事業を

選ぶべきか,またその事業を遂行する従業員の業

務がどのように編成されたら,組合員にとって便

利であり有利であるかを知っている｡これらの理

事こそ,他にかけ替えのない最高の参謀であり助

言者であり,同時に執行者でもあるのだ｡よしん

ばこれらの理事のなかから一人の理事が選 ばれ

て,事業と業務を管理する立場についた として

ち,この最高の管理者は,組令員-労働者の指導

者である理事を参謀として,有効にして適切な助

言を得ることができる｡協同組合の経営管理機構

において,スタッフの機能がスタッフ部門のかた

ちをとらないですむ,もう一つの理由がある｡協

同組合では,組合員は総会において,それぞれが

当面する生活用品購入上の困惑をのべ,そのうち
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協同が事業をもって処理することので きる課 題

杏,総会決議のかたちで明らかにする｡この総会

の総合意志をうけて,企業経営の日常の業務が執

行され,一人びとりの従業員に伝えられる｡それ

と同時に,組合員は日常の事業利用をつうじて,

従業員のおこなう業務に接触し,事業運営にたい

する助言と勧告をなしうる｡組合員は組合事業の

利用を,単なる利用者としておこなうのではなく

て,組合組織の主体として,企業経営の資本所有

者としておこなう｡したがって組合員と日常的に

接触する従業員は,もっとも確実に組合員からの

助言や勧告をうけとめ,事業と業務に反映させう

る立場にある｡つまり従業員は ｢直系命令系統｣

のラインの底辺にいるとともに,助言と勧告とい

うスタッフの役割の一部を効果的にはたしうる立

場にある｡つまり｢直系命令系統｣のラインを逆

流して,助言や勧告のスタッフの役割がはたされ

るのである｡ここにも,協同組合において,スタ

ッフの役割が必らずLもスタッフ部門のかたちを

とっておこなわれるものではない理由がある｡

経営粗放を編成する基準

協同組合の企業の経営組織は,その成立の事情

にもとづいて,一般の資本制企業のはあいと比べ

て異なった原則にてらして編成される｡すでにの

べたように,一般の資本制企業は,資本利潤の追

求を目的にした資本を中心にした企業であり,刺

潤率のより高い事業に資本が投下され,その事業

の特徴に応じて,企業の具体的な経営組織が編成

される｡つまり,資本それじたいは高い利潤率を

目的としているが,その目的は投資される対象の

事業を選択する基準ではありえても,事業を遂行

する経営組織を編成する原則にはならない｡した

がって,投資される対象の事業がきまり,経営組

織を編成する段階になって,はじめて事業を遂行

するにふさわしい経営組織の課題が確定される｡

このように一般の資本制企業においては,経営組

織を編成する原則は,いわば事後的に,事業の性

質にみあってたてられる.このはあい,各種の事

業を営なむ資本制企業に共通した経営組織を編成

する一般原則は,資本家の労働者にたいする権力

支配を保証する経営管理機構を軸にすることであ

る｡しかしこの一般原則をもってしては,ただち

に具体的に経営組織を編成することはできないか

ら,事業の性質にてらしたそれぞれの原則を確定

しないわけにはいかない｡

協同組合の企業の経営組織は,協同組合そのも

のの目的である,組合員の生活用品購入上の困惑

を処理することのための,一つの手段として編成

される｡このことは一般の資本制企業の経営組織

が,資本に最高の利潤率を確保するための手段で

ある,という事柄と対比されるものである｡資本

制企業と協同組合企業のいずれにせよ,経営組織

は企業目的を達成する手段であるから,経営組織

に独自の目的はない｡協同組合企業は,組合員の

生活用品購入上の困惑を処理することを目的にし

ており,協同組合じたいは労働者の集団である以

上は,労働者階級の解放を目的とするのであるか

ら,その経営組織はこられの目的に準じて編成さ

れる｡つまり協同組合企業の経営組織は,組令員

である労働者の解放運動に貢献するように編成さ

れる｡いわば運動性の原則が尊重される｡一方で

は,総会決議に表現された全組合員の総合意志を

うけた管理者のもとで,従業員が統一的に業務に

従事することができるように編成される｡他方で

は,組合員組織の日常 的な活動に照応し,それ

と有機的に結びつくことのできるように編成され

る｡この後者の原則にもとづいて,協同組合の経

営組織は,組合員もしくは組合員組織にむけて閉

鎖的なものではなく,閃放されたものでなくては

ならない｡

つぎに,一般の資本制企業が能率性や合理性を

尊び,それによって企業利潤率を最高たらしめる

収益性を原則として,経営組織を編成するのに対

比して,協同組合企業の経営組織においては,前

約性の原則が強調される｡協同組合の経営組織が

節約性の原則を尊重するのは,協同組合の本質に

由来している｡協同組合の企業経営は組合員の必

要を充足する事業を営なむのであるから,その事

業を営なむに必要な資本支出がはじめにきまり,

その支出にみあった資本は事後的に調達される｡

例えば購買事業施設を取得する必要が先にきまっ

て,のち仁,施設を取得するのにみあった資本が出

資金のかたちで調達される｡これに比べて,一般

の資本制企業においては,はじめに貨幣のかたち

の資本が存在し,その資本に最高の利潤をもたら
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すような事業と,その事業のための資本支出が,

あとできまる｡そして,その資本支出は,支出さ

れた資本が利潤をもたらす限りにおいては,社会

的にみて浪費的な支出であっても,個別の資本家

にとってほけっして浪費ではない｡したがって一

般の資本制企業においては,社会的にみた資本の

浪費的支出が通常である｡しかるに協同組合にお

いては,組合員の必要を充足する事業のために支

出される資本は,つねに節約され,節約された最

少額の資本を,組合員が出資負担することがもと

められている｡このように,協同組合の事業は資

本支出の節約という主旨において実行される必要

がある｡

協同組合企業の経営組織を編成するはあいも,

この節約性の原則が強調される｡すなわち,経営

組織の運営のために支出される資本,例えは管理

費や事業直接費などの資本を最少限に節約するこ

とである｡そのことは具体的には,経営組織を構

成する管理者と従業員を最少限に限定することと

不可分である｡このように経営組織を節約性の庶

別にもとづいて編成することは,事業にかかわる

諸業務を,可能なかぎり組合員組織の業務として

配分し,そのようにして資本支出もしくは貨幣支

出を要する業務を最少限におさえることである｡

したがって経営組織を節約性の原則にもとづいて

編成することは,経営組織がそれじたいとして完

結するという一般資本制企業のかたちを踏襲する

のではなくて,事業にかかわる諸業務を,経営組

織と組合員組織の双方に適切に配分することによ

って保証されるのである｡例をあげると,組令員

の生活用品購入の注文を,組合員組織がまとめる

ならば,それは組織活動としておこなわれ,注文

とりまとめのための貨幣支出をさけることができ

る｡この同じ業務を経営組織がおこな うとす る

と,それは組合の組合員にたいする事業推進もし

くは売り込みになる可能性があるし,協同組合の

主体である組合員がしだいに組合員から疎外され

る可能性もあり,何よりもまず業務のための資本

支出がともなうのである｡

第三に協同組合の経営組織を編成するにあたっ

て,総合と分化の原則が尊重される｡一般の資本

制企業の経営組織においては,責任と権限の原則

が強調される｡このはあい,経営机織は,資本家

もしくはその代理者と労働者という階級対立を内

包し,労働者は労働力を賃金とひき替えに資本家

に売り,資本家の労働力として労働に従事してい

る｡このような経営組織の本質によって,権限と

は資本家の権力に他ならず,責任とはその権力の

もとで賃金奴隷として労働させられる労働者の労

働の責任である｡そしてこの権限と責任 の関係

は,総合と分化の関係の現われた姿である｡資本

制企業における総合とは,資本家が投下した資本

に最高の利潤率を保証することである｡そして分

化とは,この資本家の総合的な目的のもとで,症

用された労働者が与えられた労働を,責任として

おこなうことである｡雇用された労働者は,総合

の観点,つまり資本家の利潤追及の観点にたつこ

とは,所属する階級がちがうために不 可能 に近

い｡したがって総合と分化の関係は,権限と責任

という支配のかたちをとってのみ,現実化される

のである｡

すでに明らカ.ゝなように,協同組合は労働者の組

織集団であり,そこに雇用された従業員は同じ労

働者階級の構成員であるから,経営組織における

総合と分化は必らずLも権限と責任という支配体

系のかたちをとらない｡協同組合の事業にかかわ

る諸業務は,協同組合が労働者の集団として当然

もつところの労働者階級の社会的な解放というこ

とで総合されなくてはならない｡そしてこれらの

諸業執ま,この総合の目的にそって目的の達成に

有益であることを原則として,経営組織と組合員

組織にわたって,重複することのないように分化

される｡したがって業務の遂行をめぐって,経営

組織と組合員組織は分化すれども,相互に排他的

になる関係ではない｡資本制企業の経営組織が,

資本家の支配のもとに編成され,その意味では排

他的であり,排他的であることによって自己完結

的な組織関係をつくりだすことは,協同組合の経

営組織においてはあてはまらない｡

そして総合と分化が,権限と責任の支配体系の

かたちをとって現われないのは,協同組合におい

ては従業員も組合員も,同じ労働者階段にぞくし

ているからである｡協同組合の経営組織において

も,たしかに権限と責任の関係はある｡すなわち

権限は組合員の総合意志をうけた経営組織の管理
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者にあり,そのもとで業務遂行の責任は従業員に

ある｡しかし組合員とその代理者,従業員のあい

だには,階級対立の要素は入っていないから,権

限は権力支配を意味しない｡また責任は権限 な

き従業員の義務を意味しない｡権限は相対的であ

り,責任も無権限ではないということで相対的で

ある｡そして組合員と接触する業務にたずさわる

従業員は,組合員組織の経営組織にたいする働ら

きかけを具体的にうける立場にあるから,経営組

織において枢要な位置をしめるといえよう｡これ

らの従業員には,名目的ではないところの尊重さ

るべき建議の権限が留保されている｡また,経営

組織の管理者の権限は相対的であって,組合員組

織に従属し,それにたいする責任をかけている限

りでの権限である｡

そして総合と分化にかんして重要なことは,組

合員と管理者と従業員の三者が結合する組織関係

をつくり,日常的な業務の問題を三者の協議によ

って処理することである｡この三者結合の組織は,

組合員 組織と経営組織を統一した総合の機能を

ほたすものであって,これによって事業にかかわ

る諸業務は,組合員組織と経営組織の双方にわた

って有機的に結合して配分される｡この結合のは

あい,協同組合の役員は,組合員組織においては

組合員にたいする指導者として,経営組織におい

ては従業員にたいする管理者として振舞い,総合

のかなめの役割をはたす｡協同組合においては,

協同組合が労働者階級の一つの集団組織という本

質を維持するためには,組合員 と管理者 (指導

者)と従業員の三者が,それぞれの立場に由来す

る利害や矛盾を調整する必要があるが,三者結合

の組織はそこで重要な意義をもっている｡具体的

にいうと組合員の指導者は企業経営の管理者とし

てほ,いきおい企業経営の観点を強めやすく,利潤

追求的な資本制企業のやり方におちいり,また経

営組織を自己完結的につくって,組合員組織との

総合を考慮しなくなる傾向におちいりやすい｡ま

た従業員は与えられた業務の狭い視野にとらわれ

て,組合員とともに業務を遂行する観点を失ない

がちである｡管理者の企業経営的な観点が強めら

れるにつれて,従業員も業務本位の観点におちい

り,はては組合員は組合運営の主体としての地位

を失ない,協同組合そのものから疎外されてしま

う｡ここに名目は協同組合であっても労働者階級

の一つの集団組織としての実質を失なうにいたる

道が開かれる｡協同組合が企業経営体の側面を強

め,一般の資本制企業に近づく,こうした傾向は,

三者結合の組織関係によって阻止されなくてはな

らない｡しかし,協同組合の内部で三者結合の組

織関係が維持されるための前提は,組合員が協同

組合の運営の主体としての立場にたっていること

である｡そして組合員がそうした立場にたつため

には,協同組合の組織と事業が,組合員がみんな

で参加し運営できる状態のものにとどまっていな

くてはならない｡すなわち,協同組合の組合員が

それぞれ相互に親密であり,同志的でありうる範

囲で,協同組合が組織されていることが必要であ

る｡また協同組合の事業と業務が,それぞれの組

合がみずから遂行できる程度のものであることが

必要である｡組合員の能力をこえて協同組合の組

織がっくられ,事業が導入されるところから,協

同組合から組合員が疎外される傾向がはじまる｡

この組合員の能力をこえた組織や事業は,よしん

げそれをもってしなくては ｢協同組合が資本主義

に対抗する｣ことができないものであったとして

も,避けなくてはならない｡なぜなら,協同組合

という主として資本家商品の売買を営なむ性質の

組織をもってしては,労働者階級は資本主義をう

ち倒し,じぷんたちのための社会をうちたてるこ

とはできないからである｡

組合員組織と経営組織の関係

協同組合の事業を遂行するための業務,例えば

商品の購買事業における注文のと りまとめ,発

荏,受渡し,配給,それらのための計算と管理と

いった業務は,協同組合として統一され,組令員

組織と経営組織に総合的に配置される必要のある

ことは,すでにのべたとおりである｡

そこで業務の遂行をめぐる組合員組織と経営組

織の関係を,つぎにたちいって考察するのである

が,二つの組織の性質をあらかじめ明らかにして

おく必要がある｡協同組合における組合員組織

は,もっとも基本的な組織であって,組合員の生

活用品購入の諸業務を組織運動の一部としておこ

なう集団である｡そして協同組合の企業の経営組

織は,協同組合に企業経営の関係が発生し,管理
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者と従業員の関係が導入されたときにつ くられ

る｡組合員組織がそれまでにおこなってきた業務

のうちで,経営組織の業務に移しかえた方が,孤

合員の組織運動にとって便利である部分が,経営

組織にゆだねられるという,協同組合にとっては

副次的な組織である｡しかし,いったん企業経営

の関係が発生し,経営組織ができあがると,この

組合員組織にたいして副次的な地位にある経営組

織は,時としては協同組合における主要な組織で

あるかのように機能しはじめる｡それは,協同組

合が組合員の大衆的な組織という性質 の ものか

ら,資本家商品の単なる売買を営なむ商業企業に

変質するとともに進行する現象である｡その意味

で,協同組合における組合員組織と経営組織がど

んな関係をしめているかは,その時どきにおける

協同組合の休質を象徴するものでもある｡

組合員組織と経営組織が,協同組合の本質にも

とづいて編成されている状態は,組合員組織のお

こなう業務を,経営組織が補佐するようになって

いることである｡こうした状態は,労働者運動の

なかで,協同組合が積極的な役割をはたすことが

でき,労働者が協同組合に熱意をもっていること

を前提としている｡つまり,協同組合に固有な役

割である,購入商品の小売価格の変動や格差を是

正することが,組合員である労働者の生活に貢献

できるような資本主義経済の段階が,ここでは予

定されている｡つぎに,協同組合のこのような状

態は,協同組合がいぜんとして労働者の運動組織

であって,協同組合の役員が企業経営体の管理者

となっても,なおひきつづいて運動組織の指導者

であることを前提としている｡

こうした二つの前提のもとで,基本組織である

組合員組織を,副次組織としての経営組織が補佐

する関係が成立する｡こうした関係は具体的に

は,協同組合の政策決定と執行の耗関である理事

会を媒介する面と,事業や業務をめぐって双方の

組織が直接に接してつくりだす面とがある｡

政策決定と執行および管理の校閲である理事会

が,経営組織の業務を確実に掌握し管理すること

は,理事会が組合員組織の執行機関としての本質

を失なっていないかぎりは,組合員組織が経営組

織を指導し,適切な分業関係をつくりだすことの,

一つの具体的な現われである｡このはあい,理事

会が組合員組織の執行委員会としての本質をもっ

ていて,経営組織の管理機閏として没入していな

いことが,重要な岐路をなしている｡

しかし,このように理事会を媒介にして,組合

員組織と経営組織とが分業関係をつくり,組令員

組織が指導性を保つことは,経営組織がそれなり

に自己完結的な傾向を歩む可能性を残している｡

したがって,組合員組織と経営組織が直接に給合

して,具体的な問題を処理する関係を考慮する必

要がある｡経営組織と組合員組織が結合して,具

体的な問題を処理する方法は,さまざまでありう

るが,さきにのべた組合員,管理者 (指導者)お

よび従業員の三者結合の組級が,その基本の型と

なる｡この基本の型にそって,例えば事業運営委

員会などの,具体的な事業と具体的な業跡こ関係

した組織関係が考慮されるであろう｡この例の運

営委員会のような組織関係は,組合員組織の代表

が,経営組織のなかに入りこみ,スタッフの機能

をはたすことをつうじて,経営組織のおこなう業

務を,組合員の希望する方向に導びく保証 とな

る｡経営組織のなかに組合員組織の代表が入りこ

衣,経営組織のなかで重要な役割をはたす こと

は,一般の資本制企業においてほありえないこと

である｡ところで,このはあい組合員組織は,そ

の代表をして経営組織のスタッフの戟能をはたさ

せることで終らない｡そのような関係をつ うじ

て,組合員組綴じたいが,一定の業務を分担し,

業務の分担関係を介して,経営組織と結合するの

である｡すなわち,組合員組織は,その代表が経

営組織に入りこみ,経営組織の業覇の運営に参画

するとともに,経営組織にゆだねることの方が適

切な業才勤ま別として,一定の業務を分担する.例

えば,組合員の購買品の注文のとりまとめ,現品

の組合員-の配給における一括受渡しなどの業務

杏,組合員組綴じたいが執行する｡そして,外部

への発注事務,共同計算をふくむ価格の掠作を決

定,といった商業的業務,また業蜘こかんする計算

と記帳の事務などは,経営組織にゆだねられる｡

いうまでもなく,共同計算などの刀法による価格

の操作や決定は,その本質は商業的な性質の業務

であるが,共同計算の対象となる事項は,けっし

て商業的に決定することはできない｡例えは運賃

の共同計算のはあい,それをどれ程の距離と運賃
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額をふ くめるとするかは,組合員の団結という組

織上の基準においてきまる｡広域において,組合

員の団結が成立しているはあいには,それに照応

して距離と運賃額が共同計算に入りこむ区域がき

まってくるのである｡また共同計算を単一の商品

品目に限定するか,いくつかの品目をふくめた運

質,保管料などについておこなうかも,組合員の

組桟の強弱によって影響されるのである｡このよ

うに一見して,商業業務的に処理されるかにみえ

る事柄も,協同組合においては,組合員組織のあ

り方と関係している｡したがって,経営組織の執

行する商業的性質の業務は,半面においてほ組合

員組織の運営上の業務という性格をもっていると

いえる｡例えば組合員組織の運営において,すべ

ての組合員をふくめた単一の組織としておこなう

か,組合員をいくつかの小集団に区分しておこな

うかは,それじたいとしては,組合員組織に固有な

問題である｡しかし,その組織運営の方法は,共

同計算の区分などの例にみられるように,経営組

織の担当する業務の運営方法と,密接に関係して

いる｡ この意味において,協同組合の経営組織の

業務は,組合員組織のあり方によって影響をこう

むるのであるから,純粋に商業的な業務として執

行することはできない｡したがって,組合員組織

と経営組織は,同列の水準において,事業にかか

わる諸業務を分担しあうのであるが,さらに経営

組織の業務は組合員組織のあり方によって影響を

こうむるのであるから,組合員組織の代表が経営

組織に入りこみ,経営組織の運営に参加すること

の意味は重要である｡そして,経営組織が組合員

組桟の代表の参加を拒み,その業務を単純な商業

的業務の観点で執行し,排他的もしくは自己完結

的な経営組織の編成の方法をとり入れるようにな

ることは,協同合の経営組織が一般の資本制企業

組のそれに近づく傾向の端緒をなすであろう｡

協同組合の組合員組織と経営組織の関係におい

ては,組合員組織が経営組織の補佐となり,経営

組織が基本組織の地位をしめ,組合員組織が副

次組織の地位におかれるようになる傾向を軽視し

えない｡経営組織におけるこの傾向は,たしかに

協同組合の企業経営内部に生ずる現象であるが,

協同組合の本質それじたいにかかわる ものであ

る｡

協同組合において,企業の経営組織が基本的な

地位をしめ,組合員組織が副次的な地位におかれ

る関係は,つぎのように現われる｡すなわち,組合

員組織が執行する業務のうち,経営組織にゆだね

ることが便当な部分が,経営組織の業務として配

分されるのが,協同組合としてほ本来的である｡

多くのはあい,商業 的性質の業務である商品仕

入れの発注や計算 ･記帳の業務が,経営組織にゆ

だねられる｡しかし,経営組織が基本的な地位を

しめるようになるとともに,商業的な性質の業務

が中心になり,組合員組織が担当している業務は

経営組織の業務の延長もしくは補充といったもの

になる｡例えば協同組合の経営組織のおこなう商

品の仕入れ発注の業務は,組合員組織のおこなう

組合員の注文のとりまとめののちに,そのとりま

とめをうけて成立するのが本来的 で あ る｡しか

し,経営組織が基本的な地位をしめると,この経

営組織による商品仕入れが先行し,組合員組按は

協同組合に仕入れられた商品の売込み推進の手段

としての組織となる｡そのはあい,労働者が消費

者として組合に組織されていることは,経営組織

にとってほ,購買力を掌握するのにいちじるしく

有利である｡また,その組合員の集団が名目的に

せよ協同組合に連なっていることは,組合員が協

同組合をじぷんの組織とみなす幻想にかられる基

盤をなすから,経営組織が購買力を独占して,他の

一般の商業企業と対抗するのに有利である｡この

ように,協同組合において,経営組織が基本的な

地位をしめるようになるにつれて,経営組織の業

務が組合員組織を営業上の手段として駆使するよ

うになる｡そして協同組合の経営組織が組合員組

織を営業的に駆使するようになることは,協同組

合が労働者の組織運動体であることからしだいに

遠ざかり,資本主義企業の一変種になり,資本家

商品の単純な流通機構に転化することでもある｡

独占資本主義の時代において,協同組合は多かれ

少なかれ,この傾向におちいる｡

ところで,協同組合の内部において,協同組合

の本質にかかわるような変化は,どうして発生す

るのであろうか｡その原因は,偶然的もしくは必

然的な理由によって,協同組合において,組令員

の組織活動が弱まりすでに成立している協同組合

の企業経営が,経営活動を組合員組織に基盤づけ
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られることをやめるからである｡したがって,組

合員の組織活動の弱体化が,主要な原因をなす｡

その組合員の組織活動の弱体化は,組合員の指導

者が企業経営の管理者として投入してしまい,指

導者としての要件を喪失したことによっても生ず

る｡これは偶然的である｡また組合員としての労

働者が,協同組合的活動によっては,みずからの

生活上の大小の問題を処理することが困難になっ

たと感ずるようになると,労働者は協同組合的な

活動にたいする期待を失ない,協同組合における

組合員の組織活動は弱まる｡そのはあい,すでに

成立している協同組合の企業経営では,管理者が

経営者となり,企業経営の存続のためのさまざま

の手段を模索するようになるであろう｡これは独

占資本主義の段階において,協同組合にとって必

然的ですらある｡

このような偶然的もしくは必然的な原因によっ

て,協同組合における組合員の組織活動は弱まる

傾向をしめす｡しかしすでに成立している企業経

営の側面は,組合員組織の後退にもかかわらず,

企業経営の関係を維持しようとして,さまざまの

努力を試ろみる｡協同組合の経営組織が企業経営

的に独自の努力をはじめる契機は,競争相手とな

る一般の商業企業との関係にある｡組合員の組織

活動を基礎にし,組合員じしんによって運営され

ている限 りにおいては,協同組合の企業経営にと

っては,企業間競争という資本制経済の法則的な

現象は問題にならず,まして組合員の購買力をめ

ぐって他の商業企業と競争するという対抗は問題

にならない｡予想される競争企業があっても,

組合員はまさにその種の商業企業に反抗して,協

同組合を設立したのであるから,その種の商業企

業ははじめから協同組合の事業活動の分野からし

めだされているのである｡しかしそのような基本

的な意味をもっていた組合員の組織的な結果が弛

緩してくると,協同組合の企業経営は企業として

の独自の力にたよって,競争企業に対抗しなくて

はならない｡企業が企業経営の独自の力に よっ

て,他の企業に対抗することは,資本制社会にお

ける企業間競争の一般的な手法であることに注意

する必要がある｡

ある企業が他の企業に対抗するに要する,企業

経営の独自の力とは何か｡それは資本の力であ

る｡より多くの資本を投下して,資本活動の市場

占有率を高めて販売を有利にし,企業内部的には

雇用労働者の労働搾取を強める こ合理化二をはか

ることによって,競争企業に対抗し勝利すること

ができる｡商業企業において,商品購買市場の占

有率,いわゆるマーケット･シェアーを高めるこ

とは,その商業に投下される資本量に左右される

のであるから,資本活動の市場占有率に他ならな

い｡また,それぞれの企業があい争うところの商

品購買市場とは任意の種類の商品ではなくて,よ

り高い利潤率をもたらす性質の商品の購買市場の

ことであるから,その競争の前提として,より高

い利潤率を与える商晶の取扱いをめぐっての,質

本の自由な移動がある｡そして資本の自由な移動

は,多くのはあい企業経営の事業所の場所的移動

をともなっている｡その移動された事業所の内部

において,いわば企業経営の内部において,雇用

労働者に対する強められた労働搾取がおこなわれ

る｡企業の経営組織は,労働搾取の強化のために,

有効に機能するようにつくられる｡ここにのべた

内容をもって,企業経営の独自の力がっくりださ

れて作用し,ある企業が他の企業に勝利する｡

.協同組合の企業経営は,本来的にこの種の こ企

業経営の独自のカ三に依拠するものではない｡す

でに明らかなように,協同組合の企業経営が執行

する商業的事業は,組合員の必要とする品目の商

品を対象としていて,その取扱いがもたらす利潤

率の高低によるものではない｡そして,事業所は

組合員の組払活動上の便宜によって設けられて,

より高い利潤率をもたらす商品の購買力の分布を

基準とするものではないDまた,企業の経営組織

は,組合員組織との分業の便宜によってつ くら

れ,必らずLも雇用された従業員の労働搾取の弘

化を基準とするものではない｡したがって,協同

組合の企業経営は, こ企業経営の独自の力三に依

拠するものでなく,組織された組合員の力に依拠

するものである｡しかしいま,この協同組合にお

いて,協同組合の企業経営が,本来的に依拠した

｢組織された組合員の力｣が弛緩したのであるか

ら,それと替って こ企業経営の独自の力こが依拠

すべきものとして選ばれるのである｡これは協同

組合が,それを対抗の相手とした一般の資本制企

業と同じ企業経営の法則の作用のもとに,身をゆ
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だねることを意味する｡そのはあい,協同組合の

企業経営は,はじめは組合員が購入する商品品目

のうちで,比較的に利潤率の高い商品を選び利潤

率の低い商品を ｢不採算商品｣として排斥する｡

また協同組合はその商業的業務に高い費用支出を

要する地域から,より少ない費用支出でより多く

の商品量を売買し,より多くの利潤のえられる地

域-と,事業所を移す｡のちには,協同組合はそ

の事業を開放して組合員の必要にこだわらずに,

一般消費者の購買力需要を相手とし,その地域に

事業所を開設することすら試ろみるようになるで

あろう｡協同組合の名目をそのままにして,そう

した変転を試ろみる｡すでに一般の商業企業と同

じように, こ企業経営の独自の力こに依拠するよ

うになった協同組合の企業経営にとって,弛緩し

たにせよなお存続する組合員組織を,商品の売り

込みなどの面で,企業経営にとって利用価値があ

る限りは利用しつくすために,協同組合という名

称は貴重である｡したがって,その実体が一般の

資本制企業に近いものになればなるほどに,協同

組合にとって,協同組合という名称はいっそう貴

重なものとなる｡

(4)独占資本主義と協同組合の経営組織

独占資本主義と企業経営

資本主義社会は封建主義社会でしだいに成長し

てきた商品経済 (売るためのもの-商品を生産す

る経済)を基礎に発展した資本の利潤追求を原理

とした社会である｡そこでは少数の資本家が生産

手段を所有し,労働者の労働力を買いつけて,労

働の搾取をおこなう生産関係が根本をな してい

る｡この資本主義は,うまれたはかりの時代 に

は,それぞれの資本制企業の生産は小規模であっ

て,その小規模の企業が自由な競争をおこない,

その競争と周期的な恐慌を-て発展 した｡だか

ら,この時代の資本主義は,自由競争の資本主義

とよばれている｡またこの時代の資本主義は,工

場制工業という産業の分野で発展したから,産業

資本主義ともよばれている｡

資本制企業の自由な競争のなかで勝利するもの

は,生産が大規模な,したがって生産に投下され

た資本が大規模な企業である｡また10年とか20年

という周期によって到来する過剰生産恐慌は市場

価格の暴落をひきおこすが,この価格低落に耐え

られる企業は,大規模で生産コストの低い企業で

ある｡小規模で生産コストの高い企業は,価格低

落に耐えられず,倒産して消え去る｡こうして自

由競争と恐慌をつうじて,しだいに資本制企業の

生産の規模は巨大なものとなり,企業の数は減少

する｡つまり生産の集稿がすすみ,規模が大きく

なり,この大規模企業に生産が集中する｡こうし

た生産の集積と集中にともなって,生産に投ぜら

れる資本も集積と集中を強める｡もっぱら貨幣資

本を取扱っていた銀行が大規模になる｡そして銀

行は,はじめは商業決済の機能,つまり商業金融

の横能をはたしていたが,貨幣資本が集積するに

つれて,大規模生産企業にたいする生産資本の供

給の機能をはたすようになる｡こうして大規模生

産の産業と,大規模資本の銀行とが結びつき,小

規模な企業は立ちゆかなくなる｡大規模生産の産

業企業に対抗して,新しく企業をおこそ うとし

て,それに必要とする貨幣資本の供給を銀行にも

とめても,銀行は応じない｡銀行はすでに結びつ

いた大規模産業企業に貸付けた資本について,莫

大な利子をうけとっており,その利子は産業企

業の高い利潤のなかから支払われている｡かりに

その産業企業に対抗する新しい企業の設立を,銀

行が資本を供給することによって協力し,新しい

企業が生まれると,二つの企業の競争によって産

業利潤は低落し,銀行は有利な金利の源泉を失な

うことになる｡こうして巨大銀行と巨大産業企業

が結びついて,一国の経済を左右してしまうよう

な資本主義の時代が致釆する｡これを独占資本主

義の時代といっている｡

独占資本主義の時代には,それぞれ の産業 部

門,化学産業とか鉄鋼産業とか繊維産業とかの部

門に,それぞれ少数の独占的な大規模が成立 し

て,その産業部門を支配し,超過利潤をふくむと

ころの独占価格をつくりだす｡生産が独占されて

しまうから,その商品の買手は,独占企業から購

入する以外には方法がない｡そしていやでも独占

価格にしたがって購入させられる｡卸売価格だけ

ではない｡小売価格までも,独占企業のきめた価

格になる｡

独占資本主義の時代には,商業の分野にも変化
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が生ずる｡生産財としての商品の流通から,しだ

いに商業企業が消え去る｡例えば,東芝電機のつ

くった巨大な発電機が,電力会社に売られるとき

には,両社の直接取引であって,商人や商社が介

在しないのが通例である｡しかし,消費財として

の商品は,消費者が零細で分散しているために,

大量に生産されたものが,いくつかの流通段階を

へてしだいに分散され,小売商業の手をつうじて

売られてゆく｡しかしこの消費財商業の分野にお

いても,巨大な百貨店のような商業独占が生まれ

る｡また巨大な消費財生産の産業企業は,それぞ

れの販路を確保するために,代理店や特約店とい

った系列化の方法をとり入れて,商店や商人を支

配し,独占価格をつらぬいてゆく｡そのはあい,

商店-の卸売価格はもちろんのこと,小売価格も

しばしば規制されて消費者にたいする独占価格の

支配をつらぬく｡小売商業は仕入価格と小売価格

を,独占的な産業企業によって規制されるから,

企業収益は独占資本のきめた仕入価格と小売価格

の差額以外には求めることができなくなる｡ これ

を小売商業の ミ手数料商人こ化といっている｡こ

の時代になお労働者協同組合の商業的な企業経営

が残っているとすると, こ手数料商人こ化して独

占的な産業企業の支配の系列下におかれ ること

は,この協同組合も例外ではない｡

独占資本主義の時代には,銀行の指導のもとに

銀行と産業が結びつき,産業が商業を支配する休

制がっくりだされる｡そしてその産業じたいが巨

大銀行によって,金融面から支配され てい るか

ら,金融資本主義の時代ともよはれる｡金融資本

主義の時代になると,個別企業の企業経営に変化

が生ずる｡企業経営が調達する資本は,生産が大

規模になるにつれて大量のものとなり,株式,社

債および借入金といった各種の形態で調達される

ようになる｡この資本調達にみあった資本の供給

では,個人の株式資本家に替って,銀行がしだい

に主役の地位をしめ,社債引受けや貸付金などで

はもっぱら銀行が主役を浜ずるようになる｡こう

して産業資金調達の ｢社会化｣が進行す る｡半

面,産業企業の大規模化にともなって企業管理が

複雑性をまし,生産技術の高度化にともなって技

術がいっそう専門的に分化する｡この企業におけ

る管理と技術の変化は,株式資本家であることに

よって企業資本家となり,企業の管理と技術の指

導を掌握するような経営組織を新たにする必要を

生む｡こうして企業の管理と生産技術は,労働者

階級のなかから生まれた文化的知識的分子を雇用

し,それにゆだねられるようになる｡そして こ資

本家のいない資本制企業こすら生まれでてくる｡

つまり,資本の労働搾取と利潤追求の魂を体現す

る資本家に替って,労働者階級から生まれた文化

的知識的分子にその魂を注入し,それらの文化的

知識的分子を雇用して,企業経営をゆだねる方式

が,しだいに重要性をましてくる｡そこでは企業

のなかで,労働者階級を支配する,資本の権力機

構としての経営管理戟構の役割が,従来にまして

重要なものとなる｡そして,企業の経営管理機構

をめく小る資本と労働者の階級的な関係を,人間

関係一般として粉飾しようとする こ経営組織この

理論が,ある意味では現実性を獲得するL,なぜな

らば,企業の管理層の多くと従業員のすべてが,

同じ労働者階級にぞくするからである｡しかしつ

ぎのことを重視しないわけにはいかない｡労働者

階級のなかの文化的知識的層にぞくする人びとが

資本制企業の管理層に雇用されて配置 されたの

は,資本の労働者階級にたいする支配は,つねに

労働者階級のこれらの人びとの協力なしにはおこ

なわれ難いからである｡そして労働者のなかの文

化的知識的層と肉体労働者層とは,それじたいは

労働者階級の内部の矛盾の基礎をなすものである

が,文化的知識的屑が資本制企業の管理者屑に編

入されることによって,資本家と労働者の階級的

な敵対的性質の矛盾に転化したのであ る｡しか

し,この労働者のなかの文化的知識的層の人びと

は,生産手段の所有から排除されたところの,労

働者階級の構成員であるために,これらの層の人

びとに資本制企業の管理をゆだねるについては,

資本の労働者にたいする権力的な支配機構として

の経営管理機構は,すぐれて重要な意味をもつの

である｡労働者階級出身の文化的知識的分子に,

資本制企業の管理をゆだね,それらの人びとが資

本の支配に貢献することに忠実であることを強制

し保証するものは,資本の労働搾取と利潤追求の

魂を体現した経営管理戟構の外にはない｡その半

面,資本制企業の管理が,こうした経営管理機構

のもとであるにせよ,労働者階級の特定の層であ
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る専門家にゆだねられるようになったことは,質

本主義の決定的な弱点を露呈したものであり,労

働者階級が企業を管理し,社会を運営しうる能力

を十分に身につけるようになったことを証明する

ものである｡独占資本主義の時代の企業経営は,

このような歴史的な特徴をもっている｡

協同組合の企業経営的側面の強化

よく知られているように,協同組合は労働者階

級の一つの組織形態であり,その組合員である労

働者の生活用品購入上の困惑を処理するための事

業をおこなうものである｡そして事業にかかわる

業務を執行する便宜にもとづいて,企業経営の関

係が成立し,従業員を雇用して経営組織を編成す

る｡企業経営の関係が成立するにおよんで,組合

員の指導者は企業の管理者の役割を兼ねるように

なる｡ ここで労働者は組合員と指導者-管理者お

よび従業員という階級内部の分業的な性質の三つ

の立場に分かれる｡この三つの立場に区分された

労働者のなかで,組合員としての労働者の組織が

基本をなすことは,協同組合組織の本質にてらし

て当然のことである｡そして労働者が協同組合を

労働者階級の一つの組織形態としてみなすことが

できるのは,協同組合としておこなう事業が,労

働者の生活用品購入上の困惑を処理することがで

き,そのような役割か労働者の生活にとって何ら

かの積極的な意義をもっていることを条件として

いる｡ このような条件が消え去ると,労働者は協

同組合について積極的な役割をみいだすことがで

きなくなり,組合員組織は弛緩と後退の時期をむ

かえるようになる｡

独占資本主義の時代になると,協同組合はさま

ざまの方面から変化をはじめる｡すでにのべたよ

うに,独占資本主義の時代は金融資本主義ともよ

ばれる資本主義の新しい歴史的段階である｡金融

資本は,産業のあらゆる部門を支配し,商業を支

配し,そして国家権力と癒着して,国家をかたち

づくる軍隊,官僚機構,議会などをつうじて,社

会のすべての住民を支配するようになる｡金融資

本は産業の分野においては独占企業の生産した商

品の独占価格がもたらす独占利潤のなかからはう

大な利子を吸い上げる｡そしてこの独占価格を基

礎にした価格体系は,卸売価格から小売価格にま

でおよび,価格はつりあげられた水準で硬着状態

をしめすようになる｡かつて自由競争の資本主義

の時代において,産業企業に比べて,なおある程

度の匹敵する資本力をもって,独自の商業投機を

おこない,投機のなかから商業利潤を得ていた商

業企業は,巨大産業資本の規制のもとにおかれた

卸売価格と小売価格の差額部分を企業収益として

うけとる こ手数料商人二に変化する｡かつておこ

なわれた商業投機がっくりだした,小売価格の地

域的格差や時期的な変動は弱まり,つりあげられ

た水準で硬著し,労働者の生活を圧迫する｡協同

組合は,それが独自の役割をはたした課題 であ

る,労働者の生活用品の小売価格の格差と変動が

弱まるにつれて,協同組合的活動の根拠をしだい

に失なうようになる｡協同組合がもし組合員であ

る労働者の組織運動としての性格を維持して,労

働者の生活上の困幾を解決しようとするならは,

労働者の生活を圧迫する主たる原因をなす,つり

あげら水準で硬着した独占価格そのものと斗争し

なければならない｡しかし独占資本の支配は,そ

の一つの面として独占価格に現われたとしても,

支配の全体は産業と商業にたいする金融的支配,

国家段横のあらゆる要素,文化,教育,イデオロ

ギーの分野をふくめているのであるから,独占価

格にたいする斗争という方法をもってしては,独

占価格のひき下げという一つの問題も解決しえな

い｡ここに労働者協同組合の独占資本主義の時代

における歴史的な限界がある｡

独占資本主義の時代は, ｢資本主義の最高の発

展段階｣であるとよばれる｡つまり,資本主義が

これから先に進むべき道を失なうにいたった時代

の資本主義である｡そして資本主義のつぎに生ま

れてくる社会主義社会を,りっばに運営する能力

を,労働者階級が身につけるようになった時代の

資本主義である｡この独占資本主義の時代になる

と,労働者階級は一人一人の労働者の生活の向上

と文化的向上を,政治権力の斗争に勝利し,社会

主義社会をうちたてることによって達成するため

の歩みを現実的に開始する｡協同組合運動は,か

っての歴史的時代においても,労働者運動の一部

分であったとしても,主要な中心的な部分であっ

たことはなかった｡独占資本主義の時代において

は,労働者運動にしめる協同組合の運動 の地位
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は,その政治斗争の運動に比べて,ますます小さ

な部分をしめる地位におかれる｡時としては,協

同組合は労働者を政治斗争の主流から外し,政治

斗争の戦力を弱めるために,資本家階級から送り

こまれた ｢トロイの馬｣として,改良主義の役割

をはたすこともある｡

こうして協同組合が労働者組織としての性格を

弱めるにつれて,協同組合の内部では,企業経営

の関係が主たる地位をしめるようになる｡労働者

組織が弱められ,企業経営の側面が強化された協

同組合は,協同組合の名称のままでも,その実質

は一般の資本制企業に近づいてゆく｡こうした実

質をそなえるようになった協同組合的企業は,社

会的には巨大独占企業が生産した労働者むけの生

活用品の,仕入れと小売りを営なむ商業企業であ

り,独占価格をつ うじて独占利潤を巨大独占企業

にもたらす業務を分担する企業である｡この協同

組合の経営組織における管理者は,その選任が形

式的と組合員の総意によっておこなわれたとして

ち,労働者運動の指導者としての性格 を失なっ

た,実質的に独占商業の小売企業の経営管理者の

地位におちいったものである｡そしてこれらの管

理者と雇用された労働者のあいだの関係は,すで

に労働者集団の内部における分業の関係とはいえ

ない｡協同組合の経営組織の管理者が,独占商品

あ と が き

小論はもともと1966年当時,協同組合経営研究

所に在職したときに執筆したものである｡この時

期にはわで国の農協は, ｢資本家のいない資本主

義企業｣としての性質を色濃くしていた｡単位農

協の合併による大規模農協の出現,都市近郊にお

ける農地売却代金の貯金吸収によって肥大した信

用組合化の傾向は農民との組織上の連がりを断ち

きり,協同組合形態をとった資本制企業としての

進化をしめすものであった｡

この傾向は農協の財務関係にも現われた｡自己

資本にしめる出資金の比重の低下,つまり利潤の

内部留保による資本蓄積の進行であり,そしてそ

の自己資本の能力をはるかに上まわった,ばラ大

な固定資産の取得,つまり累増する投資による事

業量の拡大と利潤の追求であった｡これらは資本

の流通にかかわる業務の管理者という戟能を一

義的にはたすようになったことによって,その管

理者と従業員の関係は,事実上,資本と労働者の

階級的な敵対関係に転化したのである｡この変転

は,一般資本制企業における,労働者出身の管理

者と労働者の関係と,同じ性質のものである｡協

同組合の経営組織における,管理者と従業員の関

係が,階級的な敵対の性質をおびるようになるに

つれて,その経営組織は労働者階級の内部におけ

る労働者の人間関係を現わす一つの形態ではなく

なり,資本の労働者階級にたいする権力的支配を

保証する経営管理較構そのものに転化するのであ

る｡そのような性質の経営組織は,協同組合の名

目上の主体である組合員とその組織が,業務の面

で介入することを排除し,組合員と明瞭な一線を

画し,管理者の従業員にたいする支配の関係を純

粋に現わすものとして,編成されるようになるだ

ろう｡このような状態にたっした協同組合の経営

組織においては,一般の資本制企業における管理

の諸原則が,修正なしにほぼそのままのかたちで

通用されるであろう｡今日,国際協同組合同盟が

あらためて提起した ｢協同組合の原則｣ (1966年

ウィーン大会で採択)は,このような意味におい

て,資本主義社会の多くの協同組合によって受け

入れられる可能性があるといえる｡ -完-

主義社会において,協同組合がたどる道の一つ,

すなわち ｢資本家のいない資本主義企業｣の道の

標識をしめしている｡

このような傾向は,農協の経営と経営組話にお

いても顕著であった｡組合員の組織集団としての

性質が弱まり,組合員から遊離した企業経営組織

としての特徴が表面に出た｡この問題 につい て

は,私の1960年頃から関心をもちはじめ,福岡,

新潟,山口などの諸県の単位農協や県連合会の実

態調査を基礎にして,いくつかの文章を書いた｡

一部のものが 『協同組合経営研究月報』に掲載さ

れている｡小論はそうした諸研究を要約し,いく

らかの理論化を試ろみたものである｡執筆後十数

年をへた文章であるが,そのまま印抑Jに付 した

(1979年10月)0
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